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高齢者医療制度改革会議（提出資料）  

退職者連合 阿部保吉（09．12．24）  

新たな医療制度に対する退職者連合の考え方  

新たな医療（保険）制度については、以下の考え方を基本に検討を進める。  

1．公的保険による国民皆保険制度を堅持する。  

そのために、地域保険として国民皆保険を支えている国民健康保険制度  

（以下「国保」）を充実する。また、国保は都道府県規模への広域化を図る。  

2．負担と給付につし1て  

（1）保険料は「応能負担」を原則とし格差のない料率を設定する。  

（2）給付は鱒要な医療を保障し70歳未満は8割給付、70歳以上は9割給付   
とする。  

3．事業主の負担は現状を下回らない制度とする。また、企業に勤務しな．がら   

市町村国保に加入している被保険者については、制度本来の職域保険に   

戻す。  

4．新たな制度への移行にあたっては、都道府県規模の「地域保険としての「   

元的運用」を展望する。   
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◎
二
つ
の
予
防
施
策
 
 

′
∫
一
 
 
 

予
防
に
お
い
て
二
つ
の
施
策
が
新
た
 
 

に
確
立
さ
れ
た
。
一
つ
は
、
生
活
習
慣
 
 

病
の
予
防
で
あ
り
、
従
来
の
一
般
健
診
 
 

は
、
2
0
0
8
年
度
よ
り
特
定
健
診
・
 
 

特
定
保
健
指
導
．
に
変
わ
る
。
メ
タ
ポ
リ
 
 

ッ
ク
症
候
群
に
着
目
し
た
健
診
で
ハ
イ
 
 

リ
ス
ク
グ
ル
ー
プ
を
把
握
し
、
保
健
指
 
 

導
を
微
風
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
将
来
に
 
 

お
け
る
脳
卒
中
、
心
臓
病
患
者
を
減
ら
 
 

す
こ
と
が
目
的
で
あ
る
。
 
 
 

も
う
一
つ
の
施
策
は
一
、
要
介
護
状
態
 
 

に
象
る
こ
と
に
対
す
る
予
防
で
あ
る
。
 
 

2
0
0
6
年
度
度
よ
り
介
護
保
険
の
 
 

「
要
支
援
者
」
に
対
す
る
給
付
内
容
は
、
 
 

思
骨
ヱ
・
芽
落
語
茸
意
葦
「
嘉
裔
 
 

一
慶
應
眉
塾
大
学
圧
学
儲
医
療
政
策
・
麿
粗
学
段
垂
教
授
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
′
－
 
．
 
 

「
要
介
護
者
」
に
な
ら
な
い
た
め
の
「
予
 
 

防
給
付
」
に
限
定
さ
れ
、
ま
た
市
町
村
 
 

が
漉
自
に
実
施
す
る
介
護
予
防
事
栗
に
 
 

お
い
て
、
－
ハ
イ
リ
ス
ク
グ
ル
ー
プ
で
あ
 
 

る
「
特
定
高
齢
者
」
を
把
握
し
、
事
業
 
 

に
参
加
さ
せ
る
体
制
が
確
立
さ
れ
た
。
 
 
 

こ
れ
ら
二
つ
の
施
策
は
別
個
に
考
案
 
 

さ
れ
た
が
、
両
者
と
も
予
防
手
段
と
し
 
 

て
は
運
動
と
栄
養
に
そ
れ
ぞ
れ
据
え
て
 
 

い
る
。
こ
め
よ
う
に
「
保
健
」
 
の
「
健
 
 

康
増
進
・
早
期
発
見
」
と
「
介
護
」
に
 
 

お
け
る
虚
弱
化
を
防
止
す
る
た
め
の
維
 
 

持
期
の
「
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
 

包
括
医
療
の
ス
ペ
ク
ト
ラ
ム
の
両
極
に
 
 

位
置
す
る
が
、
特
に
高
齢
者
に
お
い
て
 
 

両
者
に
求
め
ら
れ
る
対
応
は
基
本
的
に
 
 

同
じ
で
あ
り
、
ま
た
「
診
断
・
治
療
」
 
 

一
心
ー
 
 
 と

の
境
界
も
不
明
確
で
あ
る
。
 
 
 

そ
こ
で
、
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
ケ
ア
と
し
 
 

て
予
防
施
策
に
対
応
す
る
必
要
は
あ
る
 
 

が
、
現
状
で
は
医
療
と
断
絶
し
て
お
り
、
 
 

ま
た
二
つ
の
予
防
施
策
も
基
本
的
に
は
 
 

独
自
に
運
営
さ
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
 
 

こ
れ
ら
予
防
施
策
導
入
の
主
目
的
は
医
．
 
 

療
保
険
と
介
護
保
険
の
給
付
費
の
抑
制
 
 

で
あ
る
た
め
、
制
度
内
や
制
度
間
の
多
 
 

く
の
問
題
点
を
抱
え
て
い
る
。
本
稿
で
 
 

は
、
こ
れ
ら
の
課
題
を
整
理
し
、
改
革
 
 

す
る
た
め
の
私
案
を
提
示
す
る
。
 
 

特
定
健
 

て
い
る
の
は
、
そ
れ
が
医
療
費
適
正
化
 
 

今
、
な
ぜ
特
定
健
診
・
－
保
健
 
 

指
導
か
 
 

．・】－ ● ・  

の
中
長
期
的
方
策
の
一
翼
を
担
っ
て
・
い
 
 

る
か
ら
で
あ
る
。
す
な
わ
ち
、
厚
生
労
 

働
省
は
生
活
習
慣
病
対
策
と
平
均
在
院
 
 

口
数
の
短
終
に
よ
勺
、
2
0
1
5
年
度
 

で
2
兆
円
、
2
0
2
5
年
度
に
6
兆
円
 
 

を
削
減
で
き
る
と
発
表
し
て
 

生
活
習
慣
病
対
策
は
、
メ
タ
ポ
リ
ッ
 
 

ク
症
候
群
が
中
心
で
あ
り
、
亜
歳
以
上
 
 

か
ら
7
5
 

に
、
特
定
健
診
で
高
血
圧
廣
、
高
脂
血
 

症
、
糖
尿
病
の
患
者
・
予
備
群
を
早
期
 
 

に
発
見
し
、
特
定
保
健
指
導
で
運
動
習
 
 

慣
と
バ
ラ
ン
ス
の
と
れ
た
食
事
の
摂
取
 
 

を
指
導
す
る
こ
と
を
内
容
と
し
て
い
る
。
 
 
 

特
定
健
診
・
保
健
指
導
の
検
査
項
目
 
 

は
一
■
般
健
診
と
ほ
ぼ
同
じ
で
あ
る
が
、
 
 

実
施
義
務
は
市
町
村
よ
り
保
険
者
に
移
 
 

そ
す
な
わ
ち
、
被
用
者
保
険
に
お
い
 
 

て
は
、
専
業
主
婦
等
の
被
扶
養
者
に
対
 
 

す
る
実
施
義
務
が
明
確
に
な
り
、
ま
た
 
 

国
保
も
健
診
業
務
を
引
き
継
ぐ
こ
と
に
 
 

な
る
。
 
 
 

2
0
1
2
年
度
の
目
標
値
が
設
定
さ
 
 

れ
て
お
り
、
そ
れ
は
現
在
の
一
般
健
倭
 
 

の
受
診
率
4
5
％
を
m
％
ま
で
高
め
、
ま
 
 

た
．
保
健
指
導
の
奏
施
率
を
対
象
者
の
 
 

亜
％
と
し
、
こ
う
し
た
介
入
に
よ
り
メ
 

タ
ポ
リ
ッ
ク
症
候
群
の
該
当
者
・
予
備
 
 

群
を
1
0
％
減
少
 
（
2
0
0
8
年
度
対
 
 

比
）
さ
せ
る
こ
と
で
あ
る
。
そ
し
て
、
こ
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図1一般鹿診、年給階層別受診率  れ
ち
の
数
値
目
標
せ
達
成
で
き
な
か
っ
 
 

た
場
合
に
は
、
後
期
高
齢
者
医
凛
に
対
 
 

す
る
保
険
者
の
支
援
金
が
儲
大
Ⅶ
％
ま
 
 

で
の
範
囲
で
増
減
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
 
 

て
い
る
。
 
 

80％  
r  

70％   

60％   

50％   

40％   

30％   

20％  
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◎
健
診
施
策
の
基
本
斡
な
問
題
 
 

メ
タ
ポ
リ
ッ
ク
症
候
群
に
対
す
る
予
 
 

防
策
の
本
質
的
－
な
問
題
点
は
、
第
一
に
 
 
 

本
人
に
と
っ
て
、
予
防
の
メ
リ
ッ
 
 
 

ト
は
感
染
症
と
比
べ
て
明
確
で
な
 
 
 

ぐ
、
ま
た
順
守
す
る
負
担
も
格
段
 
 

に
重
い
こ
と
に
あ
る
。
例
え
ば
イ
 
 

ン
フ
ル
エ
ン
ザ
の
予
防
接
種
で
あ
 
 
 

れ
ば
Y
 
l
回
の
注
射
で
直
近
の
発
 
 
 

症
庵
軽
症
化
で
き
る
が
、
生
活
習
 
 
 

慣
病
の
予
備
は
、
．
現
時
点
の
届
血
・
 
 
 

圧
凛
・
糖
尿
病
・
高
脂
血
症
を
長
 
 
 

期
に
渡
っ
て
持
続
的
に
コ
ン
ト
ロ
 
 
 

ー
 ル
し
て
始
め
て
将
来
に
お
け
る
 
 
 

脳
卒
中
や
心
臓
病
に
な
る
確
率
を
■
 
 
 

－
低
下
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。
 
 

東
二
に
、
メ
タ
ポ
リ
ッ
ク
症
候
 
 

一
群
は
、
長
年
の
食
事
内
容
や
遅
効
 
 
 

と
い
う
「
生
活
習
慣
」
に
凝
ぎ
し
 
 

2004年度国民生夢基礎調査より偉戌  

て
い
る
だ
け
に
、
「
苛
導
」
に
よ
っ
 
 

て
容
易
に
変
え
ら
れ
な
い
こ
と
に
 
 

あ
る
。
こ
の
よ
う
に
生
活
習
慣
を
 
 

変
え
る
よ
り
は
、
例
え
ば
高
血
圧
 
 

症
に
対
し
て
悸
庄
翔
を
飲
ん
だ
は
 
 

う
が
は
る
か
に
楽
で
あ
る
。
し
た
 
 

が
っ
て
、
早
期
の
発
見
は
早
期
の
 
 

服
薬
開
始
に
つ
な
計
っ
て
医
療
諷
 
 

は
む
し
ろ
増
加
す
各
可
能
性
が
あ
 
 

－
∽
－
 
 
 

り
、
ち
な
み
に
ア
メ
リ
カ
の
メ
■
デ
ィ
ケ
 

ア
で
は
メ
 

る
積
極
的
治
療
が
増
え
た
こ
と
に
よ
り
 
 

医
療
費
は
増
加
し
て
い
る
（
注
1
）
。
 
 
 

撃
弓
仮
に
脳
卒
中
や
心
臓
痕
に
 
 

よ
る
死
亡
を
低
下
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
 
 

て
も
、
が
ん
に
よ
る
死
亡
率
が
高
ま
る
 
 

可
感
性
が
あ
り
、
そ
う
な
る
と
単
に
死
 
 

因
が
変
わ
る
だ
け
で
あ
る
の
で
、
予
防
 
 

の
介
入
ぶ
よ
っ
て
個
人
‥
の
死
に
方
に
つ
 
 

い
て
の
選
択
権
を
奪
っ
て
い
る
可
餞
性
 
 

を
指
摘
さ
れ
て
い
る
（
注
2
）
。
さ
ら
に
 
 

高
齢
に
な
る
に
従
っ
て
．
、
忍
知
症
の
有
 
 

病
率
は
高
ま
る
の
で
、
社
会
的
コ
ス
ト
 
 

が
増
え
る
点
に
も
留
意
す
べ
き
で
あ
る
 
 
 

（
注
．
3
）
。
 
 
 

以
上
の
よ
う
に
、
高
齢
者
医
療
確
保
 
 

法
に
基
づ
く
新
し
い
予
防
策
に
よ
る
医
 
 

、
り
療
費
の
・
抑
制
に
は
旋
・
闘
が
あ
る
の
で
、
 
 

少
な
く
て
も
健
診
受
診
率
等
の
目
壊
値
 
 

の
達
成
と
高
齢
者
医
療
に
対
す
る
支
援
 
 

金
の
増
減
と
を
サ
ン
グ
＿
せ
ず
、
予
防
 
 

施
策
の
成
否
は
健
康
寿
命
の
延
長
に
よ
 
 
 

っ
て
評
価
す
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。
 
 

の
方
法
讐
の
 
 

品
約
銅
 

方
法
論
上
の
問
題
点
と
し
て
、
ま
ず
 
 

対
象
と
す
べ
き
人
月
に
つ
い
て
、
2
0
 
 

0
4
年
の
国
民
生
活
基
礎
調
査
の
デ
ー
 
 

タ
を
用
い
て
分
析
す
る
。
亜
歳
以
上
の
 
 

一
般
人
口
に
お
け
る
健
診
受
診
率
を
年
 
 

齢
階
層
別
に
み
る
と
、
図
－
に
示
す
と
 
 

お
り
、
男
性
は
職
場
像
診
が
あ
各
の
で
、
 
 

如
歳
未
満
ま
で
は
7
剖
を
超
え
て
い
る
 
 

が
、
0
0
歳
以
後
は
徐
々
に
下
が
っ
て
い
 
 

く
。
十
方
、
女
性
は
0
0
歳
代
ま
で
は
・
6
 
 

剖
程
度
で
ほ
ぼ
一
定
し
て
い
る
が
、
祁
 
 

歳
以
後
は
下
が
っ
て
い
る
。
 
 
 

健
診
を
受
診
し
な
か
っ
た
理
由
を
み
 
 

る
と
、
蔚
1
計
（
9
・
1
％
）
が
雇
 
 

凍
機
関
に
人
造
院
し
て
い
た
か
ら
」
と
 
 

答
え
て
い
る
。
こ
れ
を
年
齢
階
級
別
に
 
 

み
る
と
、
亜
代
で
軋
3
・
5
％
だ
が
、
 
 

鋤
代
で
は
．
2
剖
近
く
（
1
9
・
7
％
）
に
 
 

達
し
て
い
る
。
と
こ
ろ
が
、
実
際
に
受
 
 

療
し
て
い
る
割
合
は
図
．
2
に
示
す
と
お
 
 

り
で
あ
り
、
6
5
～
7
4
歳
の
前
期
高
齢
者
 
 

に
つ
い
て
は
6
1
・
5
％
が
通
院
中
で
あ
 
 

っ
で
、
健
診
を
受
け
な
か
っ
た
理
由
と
 
 

し
て
挙
げ
ら
れ
た
割
合
（
u
・
．
3
％
）
の
 
 

4
倍
で
あ
る
。
 
 
 

さ
ら
に
通
院
者
の
通
院
理
由
を
み
る
 
 

と
、
図
3
に
示
す
と
お
り
、
．
防
塵
以
上
 
 

の
4
傍
の
1
は
高
血
圧
症
で
あ
り
、
複
 
 

数
回
答
ゆ
え
単
純
に
合
計
で
㌢
な
い
 
 

が
、
高
脂
血
症
と
糖
尿
病
を
加
え
る
と
、
 
 

餌
歳
以
上
の
一
般
人
ロ
の
約
3
割
は
、
■
 
 

健
診
対
象
疾
患
の
い
ず
れ
か
に
よ
っ
て
、
 
 

す
で
に
受
療
し
て
い
る
こ
と
が
わ
か
る
。
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図2 一般人口における通院者の年齢階層別割合  

（※設問「あなたは現在、病気やけがで病院や診療所、あんま・針灸に通ってい草すかり）  
ま
た
、
亜
～
糾
歳
で
も
2
．
－
5
劃
が
通
 
 

院
中
で
あ
り
、
そ
の
う
ち
5
分
の
1
か
 
 

ら
3
分
の
1
は
高
血
圧
症
、
高
脂
血
 
 

症
、
糖
尿
病
を
有
し
て
い
る
。
 
 

80  
％   

70  

60  

50  

40  

30  

20  
．
健
診
は
本
来
、
自
覚
的
に
健
康
な
暑
 
 

が
対
象
で
あ
け
、
現
に
通
院
し
て
い
る
 
 

患
者
が
健
診
の
必
要
性
を
感
じ
な
い
の
 
 

は
当
然
で
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
高
齢
 
 

2∝抜年度国民生活基礎調査より俸成  

因3 一般人口において生講習慣病で通院している著ゎ年齢階層別割合・複数回答  

30．0   
％  

25．0  

20．0  

15．0■  

10．0  

5．0   

正0  

⊥
T
 
 
 に

な
る
ほ
ど
通
院
率
は
高
ま
る
の
で
、
 
 

高
齢
者
の
健
診
受
診
率
が
低
い
の
も
当
 
 

．
然
で
あ
り
、
む
し
ろ
「
高
血
圧
症
」
、
 
 

「
高
脂
血
症
」
、
「
糖
尿
病
」
で
通
院
し
 
 

罰X姥年度国民生活基礎調査より件成  

因4 前期高齢者における本来の健診対象者  

過去1年間に通院  
経験のある患者   

現在、通院中の患者※   

現在、博通由副、「■高胞血症」、  
「糖尿病」で通院中の患者※   

「生活習慣病管理料」を  
診療報酬で請求  

本来の特定健診の対象  

が
効
果
的
だ
か
ら
で
あ
る
 
 

（
注
4
）
。
す
な
わ
ち
、
医
療
 
 

の
一
環
と
し
て
健
診
を
行
う
 
 

べ
き
で
あ
り
、
そ
れ
を
阻
ん
 
 

で
■
い
る
の
が
、
日
本
に
お
け
 
 

か
「
保
匡
と
「
医
療
」
一
打
 
 

分
断
で
あ
り
、
健
康
保
険
法
 
 

ぷ
給
付
を
「
診
断
治
療
」
に
 
 

限
定
し
て
い
る
こ
と
に
あ
る
。
 
 
 

次
に
、
「
保
健
」
に
お
け
る
「
特
定
 
 

保
健
指
導
」
は
、
実
は
診
療
報
酬
の
 
 

「
生
活
習
慣
管
理
料
」
と
心
て
す
で
に
 
 

20明年度国民生活基階調査を元に作成  

て
い
る
の
に
健
診
を
受
け
て
 
 

．
い
れ
ば
、
そ
の
ほ
う
が
問
題
 
 

で
あ
る
。
こ
う
し
た
観
点
か
 
 

ら
、
高
脂
血
症
J
 
高
血
圧
 
 

症
、
糖
尿
病
で
通
院
治
療
 
 

を
開
始
し
た
時
点
で
、
順
 
 

次
、
特
定
健
診
の
対
象
よ
り
 
 

除
外
す
る
プ
ロ
セ
ス
を
確
立
 
 

す
る
必
要
が
あ
る
。
 
 
 
．
 

き
ら
に
粛
査
時
点
に
お
け
 
 

る
通
院
者
だ
け
で
は
な
く
、
 
 

過
去
1
年
間
に
通
院
経
験
 
 

の
あ
る
者
に
つ
い
て
も
、
健
 
 

診
対
象
か
ら
の
除
外
を
検
討
 
 

す
べ
き
で
あ
る
。
な
ぜ
な
キ
 
 

健
診
は
風
邪
な
ど
町
病
気
で
 
 

プ
ラ
イ
ヤ
小
一
ケ
ア
医
を
受
 
 

▲
診
し
た
時
に
実
施
し
た
ほ
う
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請
求
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
着
目
す
る
必
 
 

要
が
あ
る
。
「
生
活
習
慣
病
管
理
料
」
 
 

は
、
高
脂
血
症
、
高
血
圧
症
、
．
葡
尿
病
 
 

の
患
者
を
対
象
と
し
て
お
り
、
静
求
す
 
 

る
際
に
は
、
所
定
の
書
式
に
達
成
目
標
、
 
 

行
動
日
標
、
重
点
む
置
く
領
域
を
そ
れ
 
 

ぞ
れ
記
載
す
る
必
要
が
あ
カ
、
こ
の
書
 
 

式
は
「
特
定
保
健
箱
導
」
に
そ
の
ま
ま
 
 

準
用
で
き
よ
う
沌
 
 
 

以
上
の
よ
う
に
、
健
診
と
指
導
は
プ
 
 

ラ
イ
マ
リ
ー
ケ
ア
医
が
、
藩
院
中
の
患
 
 

者
に
対
し
て
診
凍
の
一
環
で
行
う
ぺ
き
 
 

で
あ
り
、
そ
の
た
め
に
必
要
な
技
能
は
 
 

産
業
医
や
ス
ポ
ー
ツ
医
と
は
似
て
非
か
 
 

る
も
の
で
あ
る
の
で
、
今
後
新
た
に
取
 
 

り
組
む
必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
保
健
師
．
 
 

や
管
理
栄
華
士
に
つ
い
て
は
地
域
医
師
 
 

会
等
で
プ
ー
．
ル
し
、
必
要
に
応
じ
て
各
 
 

医
療
機
関
に
派
遣
す
る
の
も
一
つ
の
方
 
 

法
で
あ
ろ
う
。
 
 
 

◎
保
健
と
医
療
の
関
係
 
 

以
上
の
よ
う
に
、
「
特
定
健
診
」
、
「
特
 
 

定
保
健
指
導
」
の
課
題
を
整
．
理
し
、
 
－
 
 

「
r
保
健
予
防
」
．
の
対
象
者
を
厳
密
に
規
 
 

定
す
る
と
、
図
4
の
白
の
部
分
に
限
ら
 
 

れ
る
。
「
生
活
習
慣
病
管
理
料
請
求
患
 
 

．
 
 

者
」
、
．
「
高
血
圧
症
、
高
脂
血
症
、
糖
尿
 
 

病
の
通
院
者
」
は
必
ず
除
外
す
る
ぺ
を
 
 で

あ
り
、
さ
ら
に
「
現
在
の
通
院
者
」
、
 
 

「
過
ま
1
年
間
の
通
院
寮
凝
着
」
に
つ
 
 

い
て
も
除
外
を
考
慮
す
べ
き
で
あ
る
。
 
 

両
者
を
合
計
す
る
と
、
嵐
期
高
齢
者
の
 
 

8
割
以
上
に
達
す
る
と
想
定
で
き
る
。
 
 

な
お
、
「
生
活
習
慣
病
管
理
料
」
の
請
 
 

求
件
数
は
、
2
0
0
5
年
社
会
医
療
診
 
 

療
行
為
別
調
査
に
よ
る
と
、
一
般
診
療
 
 

の
0
・
6
．
％
に
相
当
す
る
が
、
老
人
医
 
 

療
で
世
話
求
で
き
な
い
。
 
 

．
日
常
診
療
の
一
環
で
像
診
と
■
蒲
導
を
 
 

行
い
、
医
療
保
険
で
給
付
す
る
こ
と
は
 
 

可
餞
で
あ
り
、
現
に
■
2
0
0
7
年
γ
月
 
 

5
日
の
社
会
保
障
審
議
会
・
後
期
高
齢
・
 
 

者
医
療
の
在
り
方
に
関
す
る
時
計
部
会
■
 
 

で
、
後
期
高
齢
者
に
労
し
▼
て
年
2
回
程
 
 

度
の
定
期
的
な
換
査
｛
＝
健
診
）
を
外
．
 
 

来
診
療
で
実
施
す
る
こ
と
が
琴
言
さ
れ
 
 

て
い
渇
J
筆
者
は
乃
歳
凍
満
に
対
し
で
 
 

も
、
同
様
に
医
療
保
険
の
井
内
で
給
付
 
 

す
る
べ
き
と
考
え
る
。
 
 
 

し
か
し
な
が
ら
、
・
医
療
保
険
で
給
付
 
 

す
る
際
の
障
壁
と
し
て
、
健
康
保
険
法
 
 

以
外
に
も
、
「
保
健
」
．
と
「
医
療
」
と
 
 

で
は
、
次
の
基
本
拇
な
相
違
点
が
あ
り
、
 
 

こ
れ
ら
の
課
題
を
一
．
つ
ず
つ
解
決
し
な
 
 

け
れ
ば
い
け
な
い
。
 
 

①
僚
診
に
お
け
る
利
用
負
担
は
原
則
的
 
 

に
な
く
、
本
人
が
追
加
検
査
を
希
望
し
 
 

た
場
合
に
は
、
そ
の
部
分
だ
け
が
有
料
 
 

－
」
－
 
 

で
あ
る
。
こ
れ
に
対
し
て
医
療
に
は
患
 
 

者
負
担
が
あ
り
、
高
齢
竜
は
原
則
1
 
 

謝
、
⊥
般
は
3
乱
で
ぁ
る
。
そ
の
背
景
 
 

に
は
、
健
診
の
受
診
は
望
ま
し
い
が
、
 
 

医
療
の
場
合
は
安
易
な
受
診
を
抑
制
す
 
 

る
べ
き
で
あ
る
、
と
い
う
政
策
判
断
の
 
 

相
違
が
あ
る
。
 
 

②
サ
ー
ビ
ス
を
淀
供
す
る
機
関
は
、
と
 
 

も
に
契
約
機
開
に
限
定
さ
れ
る
が
、
医
 
 

療
の
場
合
は
原
則
的
に
全
て
で
あ
る
の
 
 

に
対
し
て
、
健
診
の
場
合
は
各
保
険
者
 
 

と
の
個
別
契
約
で
あ
る
。
 
 

③
健
診
組
果
は
電
子
媒
体
で
の
報
告
 
 

が
義
務
付
け
ら
れ
て
お
り
、
医
慮
の
レ
．
 
 

セ
プ
ト
請
求
も
2
〇
．
〇
8
年
度
よ
り
順
 
 

次
オ
ン
ラ
イ
ン
化
さ
れ
る
が
、
病
名
等
 
 

の
凛
準
化
な
ど
に
未
だ
大
き
な
課
題
を
 
 

抱
え
て
お
り
、
両
者
の
突
合
は
容
易
で
 
 

な
い
。
■
 
 

④
■
健
診
・
指
導
の
財
源
は
・
一
般
財
源
 
 

か
ら
保
険
料
に
変
わ
る
の
で
、
医
療
と
 
 

一
－
本
化
さ
れ
る
。
だ
が
、
健
診
は
こ
れ
 
 

ま
で
国
か
ら
の
助
成
と
市
町
村
の
一
姫
 
 

予
算
で
実
施
さ
れ
て
き
た
た
め
、
国
保
 
 

の
特
別
会
計
で
賄
う
う
え
で
改
題
が
残
 
 

っ
て
い
る
。
 
 
 

2
今
、
な
ぜ
介
護
予
防
か
 
 

介
護
予
防
施
策
に
力
点
が
置
か
れ
る
 
 よ

う
に
な
っ
た
の
は
、
特
定
健
診
・
指
 
 

導
が
医
療
費
の
抑
制
を
目
的
と
し
た
の
 
 

と
同
じ
く
、
介
護
給
付
費
の
抑
制
で
あ
 
 

っ
た
。
す
な
わ
ち
、
給
付
対
象
者
の
増
 
 

加
が
最
も
著
し
か
っ
た
要
支
援
、
要
介
 
 

護
1
の
増
加
を
抑
制
し
、
そ
れ
に
よ
っ
 
 

て
現
時
点
の
要
支
琴
要
介
護
1
打
給
 
 

付
費
を
抑
制
す
る
だ
骨
で
は
な
く
、
こ
 
 

れ
ら
の
認
定
者
が
訪
問
介
護
を
受
け
る
 
 

こ
上
に
よ
っ
て
虚
弱
化
ザ
促
進
さ
れ
る
 
 

の
で
、
臆
来
に
お
け
る
給
付
も
い
っ
そ
 
 

う
押
し
上
げ
ら
れ
る
、
と
判
断
さ
れ
た
 
 

か
ら
で
あ
り
、
こ
う
し
た
危
機
的
状
況
 
 

に
対
応
す
る
た
め
以
下
の
3
つ
の
水
際
 
 

作
戦
が
採
ら
れ
た
。
 
 

①
 
要
支
援
1
、
2
に
対
す
る
サ
ト
ビ
 
 

ス
を
予
防
に
限
定
す
る
。
具
体
的
に
は
ヾ
 
 

介
護
報
酬
を
下
げ
‥
包
括
化
す
る
こ
と
 
 

で
訪
問
介
護
を
抑
制
し
、
適
所
に
お
け
 
 

る
筋
力
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
を
中
心
．
に
据
え
 
 

る
。
 
 

②
 
要
支
援
に
認
定
さ
れ
な
い
が
、
ハ
 
 

イ
リ
ス
ク
の
高
齢
者
で
あ
る
「
特
定
高
 
 

齢
者
L
を
新
た
に
測
定
し
ー
、
予
防
施
策
 
 

を
整
備
す
る
。
 
 

③
・
「
一
般
高
齢
者
」
に
対
す
各
事
業
 
 

を
集
団
に
対
す
る
健
康
教
室
等
に
限
定
 
 

し
、
個
人
を
対
象
と
し
た
配
食
等
は
原
 
 

則
的
に
受
け
ら
れ
か
い
よ
う
に
改
め
る
。
 
 
 

以
上
の
よ
う
に
介
護
予
防
施
策
が
体
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系
化
さ
れ
た
が
、
こ
れ
ら
3
つ
の
介
護
 
 

予
防
施
魔
の
対
象
者
に
、
介
護
保
険
の
 
 

要
介
護
者
を
加
え
て
整
理
す
る
と
、
図
 
 

5
の
通
り
に
一
な
る
。
葺
い
順
に
、
要
介
 
 

護
高
齢
者
、
要
支
援
高
齢
者
、
特
定
高
 
 

齢
者
、
■
一
般
高
齢
者
と
並
ぶ
が
、
対
象
 
 

者
の
把
握
堅
一
つ
の
流
れ
七
分
断
さ
れ
 
 

て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
一
つ
は
一
般
健
 
 

診
（
2
0
0
8
年
度
よ
り
特
鹿
健
診
）
 
 

を
受
け
る
6
5
歳
以
上
の
高
齢
者
が
併
せ
 
 

て
回
答
す
る
「
基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
上
 
 

に
基
づ
く
流
れ
で
あ
り
、
も
う
一
つ
は
・
 
 

介
儲
保
険
に
申
請
し
、
訪
問
調
査
後
の
 
 

認
定
審
査
に
基
づ
く
凍
れ
で
あ
る
。
そ
 
 

の
た
め
後
述
す
る
よ
う
に
、
こ
れ
ら
二
 
 

つ
の
異
な
る
プ
ロ
セ
ス
で
把
握
さ
れ
た
 
 

対
象
者
の
間
の
階
啓
開
係
が
担
保
さ
れ
 
 

て
い
な
い
。
 
 
 

◎
特
定
高
齢
者
と
は
？
 
 

特
定
高
齢
者
は
、
要
支
磯
ほ
ど
重
く
 
 

な
い
が
、
ハ
イ
リ
ス
ク
の
窟
齢
老
で
あ
 
 

る
。
・
表
－
の
「
基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
」
 
 

に
示
す
A
運
動
機
能
、
．
B
栄
養
、
℃
口
 
 

腔
、
D
閉
じ
こ
も
り
、
E
認
知
機
能
、
 
 

F
う
■
つ
に
関
す
る
各
設
問
項
目
に
対
し
 
 

て
、
俸
診
を
受
潜
す
る
際
に
記
載
し
た
 
 

回
答
結
果
に
よ
っ
て
「
特
定
高
齢
者
」
 
 

の
「
候
補
者
」
が
選
定
さ
れ
る
 
（
た
だ
 
 

し
、
B
M
I
の
計
算
は
健
診
機
関
が
行
 
 

い
、
ま
た
う
つ
状
態
に
関
す
る
項
自
は
 
 

選
定
に
直
接
関
係
し
て
い
な
い
）
。
 
 
 

次
い
で
．
壁
診
劇
団
の
医
師
が
、
A
～
 
 

F
の
各
基
準
へ
の
該
当
を
確
認
し
た
う
 
 

え
で
、
事
業
ぺ
の
参
加
が
適
切
と
判
断
 
 

す
れ
ぼ
．
「
特
定
高
齢
者
」
と
な
る
が
、
 
 

実
際
の
参
加
は
地
域
包
括
支
援
セ
．
ン
タ
 
 

ー
で
の
面
談
で
意
思
が
確
認
さ
れ
た
後
 
 

で
決
ま
る
。
な
お
、
「
層
定
高
齢
者
の
 
 

候
補
者
」
、
「
特
定
高
齢
者
」
、
「
同
事
業
 
 

参
加
者
」
の
区
別
は
現
場
担
当
者
に
も
 
 

徹
底
さ
れ
て
お
ら
ず
、
混
乱
に
拍
車
を
 
 

か
け
て
い
る
。
 
 
 

事
業
内
容
と
し
て
は
、
こ
れ
ま
で
の
 
 

老
人
保
健
事
業
（
予
防
）
．
と
介
護
予
 
 

防
・
地
域
支
え
合
い
事
業
（
福
祉
）
音
 
 

読
合
し
、
再
横
罫
し
て
い
る
一
。
例
え
ば
、
 
 

従
来
の
老
人
保
健
事
業
の
適
所
型
機
能
 
 

訓
練
（
A
、
主
に
お
け
る
瀾
じ
こ
も
 
 

り
予
防
∴
支
援
事
業
と
、
介
護
予
防
・
 
 

地
域
支
え
今
い
事
業
の
生
き
が
．
い
と
健
 
 

康
づ
く
り
推
進
事
業
が
統
合
さ
れ
た
。
 
 

ま
た
財
源
七
っ
い
て
は
、
一
般
財
源
か
 
 

ら
介
護
保
険
財
渾
に
移
管
さ
れ
、
介
護
 
 

保
険
財
源
の
中
か
ら
高
齢
者
が
負
担
す
 
 

る
介
護
保
険
料
で
賄
わ
れ
、
介
護
給
付
 
 

費
の
1
・
5
％
が
上
限
と
な
っ
て
い
 
 

る
。
 
 
 

Ⅰ
0
0
－
 
 
 ①

〓
～
銅
の
う
ち
、
1
2
項
目
7
－
ユ
0
項
目
 
 

以
上
が
該
卦
 
 

②
弼
－
帥
の
5
問
（
運
動
器
）
全
て
1
 
 

3
項
目
以
上
が
該
当
 
 

③
帥
、
摘
の
2
問
葉
書
）
■
全
て
が
該
 
 

当
－
象
更
な
し
 
 

⑥
摘
～
的
の
3
閏
（
口
腔
）
全
て
1
2
 
 

項
目
以
上
が
該
当
 
 
 

さ
ら
に
医
師
の
評
価
区
分
に
つ
い
て
 
 

特
定
高
齢
者
施
策
ば
2
 
 

0
0
6
年
度
か
ら
導
入
さ
 
 

れ
、
事
漂
参
加
者
の
目
標
値
 
 

は
6
5
歳
以
上
の
高
齢
者
人
口
 
 

の
5
％
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
 
 

等
入
初
年
度
∴
2
0
0
6
 

年
度
）
 
の
実
測
値
ば
、
候
補
 
 

者
が
高
齢
者
人
口
の
．
1
・
 
 

1
8
％
、
医
師
の
判
定
後
は
 
 

0
・
亜
％
と
目
標
の
1
0
分
の
 
 

1
で
あ
り
、
さ
ら
に
事
業
参
 
 

加
者
は
0
・
M
％
で
、
日
夜
 
 

の
3
0
分
の
1
▲
 
の
値
で
あ
っ
 
 

た
。
■
そ
こ
で
国
は
、
2
■
0
0
 
 

7
年
4
月
よ
り
候
補
者
を
把
 
 

握
す
る
た
め
の
基
本
チ
ェ
ッ
 
 

ク
リ
ス
ト
の
基
準
を
以
下
の
 
 

通
り
に
攻
め
」
 
そ
の
筋
宋
、
 
 

該
当
す
る
候
補
者
は
、
健
診
 
 

受
診
者
の
2
0
人
に
1
人
か
ら
 
 

4
人
に
1
人
に
増
ゝ
 
 
ス．  

る  

と  
推  

計  

し 国5 介護予防施策の対象者を把握する2つのプロセス  

も
、
表
2
に
示
す
と
お
り
、
事
業
へ
の
 
 

参
加
を
除
外
す
る
選
択
肢
が
選
ば
れ
に
 
 

く
い
よ
う
に
工
長
さ
れ
、
こ
れ
に
よ
り
 
 

「
候
補
者
」
か
う
の
除
外
は
、
駿
％
か
 
 

ら
劫
％
に
減
少
す
る
と
推
計
し
た
。
そ
 
 

の
癖
果
、
特
定
高
齢
者
の
候
補
者
は
、
 
 

高
齢
人
口
．
の
0
・
亜
％
よ
り
1
0
％
に
、
 
 

ま
た
事
業
の
参
加
率
も
3
分
の
1
よ
り
 
 

2
分
の
1
に
上
が
っ
て
、
0
・
1
4
％
よ
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◎
特
定
高
齢
者
施
策
の
問
題
点
 
 

第
一
に
、
基
準
の
凄
利
に
よ
り
、
轟
 
 

定
さ
れ
る
特
定
高
齢
者
が
増
え
て
も
、
 
 

事
業
に
参
加
す
る
割
合
は
厚
生
労
働
省
 
 

り
5
％
ま
で
大
幅
に
増
え
、
当
初
の
目
 
 

標
値
を
達
成
で
き
る
と
見
込
ん
で
い
る
。
 
 

表1「基本チェックリスト」の設問  

バスや電事で1人で外出していますか′ （はい・いいえ）  1
 
2
 
3
 
4
 
5
 
 

（はい・いいえ）  日用品の買物を．していますか  
預貯金の出し入れをしていますか  

友人の家を訪ねていますか  

豪族や友人の相談にのっていますか  

116カ月間で2～弛以上の体重減少がありましたか  

12 身長  ¢m 体重  kg （BMI〒18．5未満）  
が
瓢
待
し
た
よ
う
に
は
増
え
ず
、
む
し
 
 

を
改
定
前
よ
り
も
低
下
す
る
と
予
想
さ
 
 

れ
る
こ
と
で
あ
る
。
■
を
な
み
に
、
東
京
 
 

都
A
市
で
、
基
準
が
緩
和
さ
れ
る
・
前
に
 
 

行
っ
た
調
査
で
も
、
不
参
加
の
理
由
と
 
 

し
て
「
健
康
、
何
も
支
障
な
い
」
が
4
 
 

剖
、
「
セ
ル
フ
ケ
ア
で
十
分
」
ザ
通
％
 
 

で
あ
り
、
両
者
を
合
わ
せ
る
と
過
半
数
 
 

D閉じこもり  16 過に1回以上は外出していますか・  

17 昨年と比べて外出の回数が減っていますか  

－
¢
－
 
 
 

に
達
し
て
い
た
。
し
た
が
っ
て
、
基
準
 
 

の
顔
和
で
よ
り
健
康
な
対
象
者
ぷ
「
特
 
 

定
高
齢
者
」
．
に
な
る
の
で
、
参
加
率
は
 
 

低
下
す
る
と
考
え
ら
れ
る
。
 
 
 

第
二
七
、
医
師
の
評
価
方
法
の
変
更
 
 

に
よ
り
、
－
特
定
高
齢
者
事
業
へ
の
■
参
加
 
 

を
「
不
適
切
」
と
判
定
し
に
く
Y
な
っ
 
 

た
が
、
介
護
認
定
す
る
際
の
主
治
医
意
 
 

表2 医師による評価区分の改正  

【改正後】．  
ア空清機能の低下有り   

アー（ア）介護予防事業の利用が  

【改正前】  

ア医療を優先すべき繋  

イ生活機能の著＿しい低下有り  

り生活機能の著しい低下無■し※  望－ましい  

ァー（イ）医学的な理由により二   

次の介護予防事業の御用は   

不適当   

［］全て※   

□運動器の．機能向上   

［コ栄養改善   

ロ口腔機能の向上   

□その他（  

イ生活機能の低下無し濃※  

見
書
と
異
な
り
、
評
価
．
の
み
で
、
高
齢
 
 

者
の
特
性
に
つ
い
て
記
載
す
る
箇
所
は
 
 

な
い
。
し
た
が
っ
て
、
事
業
に
参
加
し
 
 

て
状
態
が
悪
化
し
た
場
合
の
免
責
条
項
 
 

が
必
要
で
あ
ろ
う
。
 
 
 

夢
二
た
、
最
も
重
大
な
問
題
は
、
前
 
 

提
と
な
っ
て
い
る
階
層
構
造
で
あ
る
。
 
 

す
な
わ
ち
、
「
一
般
高
齢
者
」
が
虚
弱
 
 

※選択きれた場合には特定高齢者の候補から除外  

★衰1のArFの各基準に全て該当しなかった場合にのみ選択できる  
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化
す
る
と
 
「
特
定
高
齢
者
」
に
な
り
、
 
 

さ
ら
に
虚
弱
化
す
る
と
 
「
要
支
援
者
」
 
 

に
、
次
い
で
「
要
介
護
者
」
に
 

い
う
階
層
構
造
を
前
提
と
し
て
い
る
が
、
 
 

そ
の
根
拠
は
乏
し
い
。
な
ぜ
な
ら
、
図
 
 

一
5
で
示
し
た
通
り
、
「
特
定
高
齢
者
」
 
 

の
選
定
忍
、
基
本
健
診
と
併
せ
て
行
う
 
 

基
本
チ
ェ
ッ
ク
リ
ス
ト
で
な
さ
れ
る
が
、
 
 

「
要
支
援
者
」
．
、
「
要
介
護
者
」
の
選
定
 
 

は
本
人
の
申
請
に
よ
る
．
7
9
項
目
の
介
護
 
 

認
定
基
準
に
従
っ
て
行
わ
れ
、
－
全
く
別
．
 
 

の
プ
ロ
セ
ス
に
よ
各
か
ら
で
あ
る
（
注
 
 

5
）
。
 
 
 
そ
の
結
果
、
先
の
A
市
の
調
査
に
よ
 
 

る
と
、
要
支
援
の
4
人
に
1
人
、
－
要
介
 
 

護
認
定
者
の
6
人
に
1
人
は
、
改
定
後
 
 

の
緩
和
さ
れ
た
特
定
高
齢
者
候
補
の
選
 
 

定
基
準
を
用
い
て
も
満
足
し
な
い
用
 
し
 
 

た
が
っ
て
、
健
診
の
際
の
基
本
チ
ェ
ッ
 
 

ク
リ
ス
ト
で
特
定
高
齢
者
の
候
補
に
選
 
 

定
さ
れ
な
く
て
も
、
介
護
保
険
の
認
定
 
 

／
し
 
 

審
査
を
受
け
れ
ば
要
文
選
・
要
介
護
に
 
 

な
る
場
合
が
あ
り
、
▼
逆
に
要
支
援
・
一
要
 
 

介
護
に
認
定
さ
れ
て
も
特
定
高
齢
者
の
 
 

候
補
に
選
定
さ
れ
な
い
場
合
も
あ
る
。
 
 

・
最
後
に
、
以
上
の
よ
う
に
特
定
高
齢
 
 

者
と
．
要
支
援
者
と
で
把
握
す
る
方
法
が
 
 

分
断
さ
れ
て
い
る
だ
け
で
な
く
、
用
意
 
 

さ
れ
て
い
る
そ
れ
ぞ
れ
の
サ
ー
ビ
ス
の
 
 

問
に
も
整
合
性
が
な
い
。
ま
た
利
用
者
 
 

の
負
担
も
、
特
定
高
齢
者
施
策
は
「
予
 

防
」
で
あ
る
の
で
無
料
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
 
 

も
あ
る
が
、
介
護
給
付
の
場
合
は
「
保
 
 

険
」
ゆ
え
1
剖
の
負
担
と
な
っ
て
い
る
。
 
 

確
か
▼
に
地
域
旬
括
支
援
セ
ン
タ
ー
は
両
 
 

者
を
所
管
し
て
い
る
が
、
そ
れ
ぞ
れ
の
 
 

担
当
者
が
異
な
る
こ
と
も
あ
っ
て
、
利
 
 

用
者
に
対
し
て
両
者
の
サ
ー
ビ
ス
内
容
 
 

と
自
己
負
担
額
を
比
較
す
る
メ
ニ
ュ
ー
 
 

も
提
示
で
き
て
い
な
い
の
が
現
状
で
あ
 
 

る
。
 
 
 

さ
改
革
私
案
 
 

プ
ラ
イ
マ
リ
ー
ケ
ア
医
は
、
患
者
の
 
 

生
活
面
全
体
Ⅵ
医
学
的
側
面
を
管
理
す
 
 

る
責
任
が
あ
り
、
隆
診
か
ら
介
覆
サ
ー
 
 

ビ
ス
ま
で
の
各
分
野
に
対
応
す
べ
き
で
 
 

．
 

あ
る
。
【
う
し
た
観
点
か
ら
以
下
を
提
 
 

言
す
る
。
 
 

①
．
健
診
、
保
僚
指
導
を
プ
ラ
イ
マ
リ
 
 

ー
ケ
ア
医
が
日
常
診
療
の
二
塚
で
提
供
 
 

し
、
医
療
保
険
で
給
付
す
る
よ
う
に
改
 
 

め
る
。
そ
の
た
め
に
舷
外
来
主
治
医
の
 
 

体
制
を
順
次
整
備
す
る
必
要
か
あ
る
。
 
 

そ
の
一
つ
の
方
法
は
、
患
者
が
温
ん
だ
 
 

外
来
主
治
医
は
療
養
管
理
料
を
、
ま
l
た
 
 

他
の
医
師
が
処
方
内
容
や
換
査
羞
果
の
 
 

億
報
を
外
来
主
治
医
に
提
供
し
た
場
■
合
 
 

に
は
情
報
提
供
料
を
、
そ
れ
ぞ
れ
後
期
 
 

ー
一
〇
1
 
 

高
齢
者
の
診
療
報
酬
に
お
い
て
ま
ず
確
 
 

立
す
る
。
 
 

②
 
健
診
の
内
容
を
各
個
人
の
リ
ス
ク
 
 

プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
に
基
づ
い
て
決
め
る
指
 
 

針
、
 

留
意
し
て
医
学
的
管
理
を
行
う
た
め
の
 
 

指
針
を
そ
れ
ぞ
れ
策
定
し
、
併
せ
て
諒
 
 

習
合
を
開
催
す
る
。
 
 

③
 
外
来
主
治
医
に
患
者
の
 
「
保
健
」
 
 

と
「
介
護
」
の
サ
ー
ビ
ス
と
了
ウ
ト
カ
 

ム
の
情
報
が
象
射
さ
れ
る
体
制
を
整
備
 
 

す
る
。
健
診
、
保
健
恕
導
の
情
報
に
つ
 
 

半
て
は
、
外
来
主
治
 

中
で
実
施
で
き
る
よ
う
に
を
れ
ば
、
診
 
 

療
デ
ー
タ
と
の
突
合
や
プ
ラ
イ
バ
シ
L
 
 

の
問
題
は
な
く
な
る
。
そ
の
う
え
で
外
 
 

来
主
治
医
か
ら
の
情
報
を
個
人
が
識
別
 
 

で
普
な
い
形
で
地
域
に
集
約
レ
、
医
療
 

計
画
・
介
護
保
険
事
業
支
援
計
画
に
反
 
 

映
で
き
る
体
制
を
構
築
す
る
。
 
 

④
 
外
来
主
治
医
が
、
介
護
予
防
事
業
 
 

と
介
護
保
険
の
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る
適
 
 

香
、
内
容
に
つ
い
て
意
見
を
提
出
す
る
 
 

場
合
は
、
愚
者
の
リ
ス
ク
を
十
分
に
評
 
 

価
す
べ
き
で
あ
る
が
、
結
果
的
に
事
故
 
 

が
発
生
し
た
場
合
に
 

次
に
、
現
行
制
度
の
矛
盾
を
解
決
す
 
 

る
た
め
に
、
以
下
を
重
富
す
る
。
 
 

①
 
特
定
高
齢
者
を
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
 
 

す
る
プ
ロ
セ
ス
と
、
要
支
援
者
を
認
定
 
 す

る
プ
ロ
セ
ス
を
統
合
一
本
化
す
る
。
 
 

前
者
の
基
準
の
妥
当
性
は
一
公
表
さ
れ
て
 
 

ぁ
ら
ず
、
ま
た
儀
者
の
基
準
は
特
別
幸
 
 

一
護
老
人
ホ
ー
ム
等
の
施
設
に
お
け
る
入
 
 

所
者
打
特
性
と
、
ケ
ア
の
内
容
の
統
計
 
 

解
析
に
よ
っ
て
開
発
さ
れ
て
い
る
の
で
■
、
 
 

こ
ー
γ
し
た
施
設
入
所
者
の
サ
ン
プ
ル
を
 
 

用
い
て
導
き
出
さ
れ
た
 
「
自
立
」
と
 
 

「
要
支
援
」
を
仕
分
け
・
る
基
準
の
妥
当
 
 

性
に
は
疑
問
が
あ
る
。
し
た
が
っ
て
、
 
 

2
0
1
2
年
に
抜
本
改
革
を
行
う
際
 
 

は
、
両
者
を
統
合
し
、
抜
本
的
に
新
た
 
 

な
選
定
方
法
を
開
発
す
る
べ
き
で
あ
る
。
 
 

・
◎
介
護
予
防
施
策
を
再
検
討
し
、
介
護
 
 

給
付
費
の
抑
制
策
と
は
分
け
て
爵
論
す
 
 

を
。
東
関
介
護
を
受
け
る
こ
と
に
よ
っ
 
 

て
自
立
性
を
換
ね
て
い
る
状
況
も
あ
ろ
 
 

う
が
、
逆
に
地
域
で
の
生
活
の
継
続
を
 
 

支
え
て
い
牒
場
合
も
あ
り
、
例
え
ば
昼
 
 

間
独
居
の
要
支
扱
者
に
対
す
る
提
供
を
 
 

一
律
に
統
制
す
る
べ
き
で
は
叡
い
。
ま
 
 

た
、
運
動
に
よ
る
予
防
効
果
を
、
効
果
 
 

の
持
続
性
を
含
め
て
へ
き
め
細
か
く
換
 
 

証
す
る
必
要
が
あ
る
。
 
 

③
年
齢
に
よ
る
分
断
を
無
く
す
。
現
状
 
 

で
は
7
5
歳
以
上
に
は
特
定
健
診
は
義
務
 
 

化
さ
れ
て
い
な
い
が
、
．
実
施
さ
れ
な
け
 
 

・
れ
ば
特
定
高
齢
者
候
補
と
し
て
把
握
で
 
 

き
な
い
。
二
万
、
介
護
保
険
で
は
亜
～
 
 

璧
成
で
は
加
齢
性
疾
恩
に
よ
る
要
介
琴
 
 
 

（   
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状
態
で
な
い
限
り
給
付
の
対
象
と
な
ら
 
 

な
い
。
し
た
が
っ
て
、
、
現
状
で
は
亜
歳
 
 

で
交
通
事
故
に
よ
り
要
介
護
状
態
に
な
 
 

っ
た
場
合
に
は
、
2
5
年
間
介
護
保
険
料
 
 

は
ぁ
う
が
介
護
保
険
サ
ー
ビ
ス
は
受
け
－
 
 

ち
れ
な
い
。
 
 

⑳
患
者
・
利
用
者
Ⅵ
自
己
負
起
の
あ
 
 

り
方
を
白
紙
で
再
検
討
す
る
。
現
状
で
 
 

は
、
・
「
保
健
」
は
公
衆
衛
生
的
な
観
点
 
 

か
ら
無
料
、
医
療
保
険
は
1
～
3
割
負
 
 

担
、
介
護
保
険
は
1
割
に
規
定
さ
れ
て
 
 

【注】  

（1）norpe，KE．，ⅡαⅣard，D．且6200Q・TheriseiEL印endi喝  

among Medica陀bene五ciaries：Tberoleofthronicdisease  

prevalenceanddhange主in－treatmenthtensity・Health  

WebExclusive．178－188．  

（2）Mangin，D．，SweerLey，K＆由eadl，Ⅰ．C2007）・  

hcalthcareindde巾Peq＾eneedsrethiIiking・BMJ335：285－  

287  

（3）BI甲neトCりG弧，L，D間軋，Ma出1e椚，R鼠¢00礼  

Demen血beforedeathhag血噂SOCieties一丁bemo皿iseof  

prevc）1don aJld the rcality・WWWJnCdscapelCOnJview訂♭   

de／550283  

（4）U．S．PreventiveServii＄T恕k馳rce：GtddeりCPnical恥  

，蝕蝕杷鮎而喝Ⅷam皿d触，玉血0Ⅰ℃，1鱒b・頭  

（5）石橋智昭、．池上直己：介護予防遠景におけ争対象者抽出の  

課題一時定高齢者と要支援者の階層的な関係の検証－、厚生   

の指標54（5）：2鼻29、2007  

い
る
が
、
「
保
華
に
対
す
る
規
定
を
 
 

抜
本
的
に
見
直
し
、
利
用
者
の
選
択
に
 
 

■
任
す
ぺ
き
で
あ
る
。
例
え
ば
、
特
定
高
 
 

齢
者
の
事
業
参
加
率
が
低
い
一
つ
の
理
 
 

由
は
魅
力
的
な
サ
ー
ビ
ス
が
用
意
透
れ
 
 

て
い
な
い
一
こ
と
に
あ
り
、
応
分
の
実
費
 
 

を
教
収
し
て
民
間
の
フ
ィ
ッ
ト
ネ
ス
ク
 
 

ラ
ブ
等
に
委
託
す
れ
ば
向
上
す
る
こ
と
 
 

が
期
待
で
き
よ
う
。
 
 
 

以
上
の
私
案
に
対
す
る
ご
意
見
を
お
 
 

寄
ぜ
い
た
だ
け
れ
ば
幸
い
で
あ
る
。
 
 
 

t  

一   
＿．．．．．▲ ．  

t  
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医
療
制
度
を
故
本
改
革
す
る
必
要
性
が
籍
 
 

摘
さ
れ
な
が
ら
、
遅
々
と
し
て
進
ま
な
い
の
 
は
そ
れ
 

な
り
の
理
由
が
あ
る
。
 
 
 

そ
れ
は
医
療
を
受
け
る
患
者
の
立
場
と
、
 
 

医
療
費
を
負
担
す
る
国
民
の
立
場
と
が
本
質
 
 

的
に
対
立
し
て
い
る
こ
と
に
あ
る
。
す
な
わ
 
 

ち
、
患
者
の
立
場
か
ら
す
れ
ば
、
お
金
に
糸
 
 

目
を
つ
け
ず
に
、
常
に
最
高
の
医
療
を
受
け
 
 

る
こ
と
を
望
ん
で
い
る
。
と
こ
ろ
が
、
そ
の
 
 

費
用
の
九
剖
近
く
を
負
担
す
る
の
は
国
民
で
 
 

あ
り
、
国
民
と
L
て
は
保
険
科
や
税
金
の
負
 
 

担
が
で
き
る
だ
け
少
な
い
こ
と
を
望
．
ん
で
い
 
 

る
。
 
 
 

そ
こ
で
、
保
険
者
と
し
て
町
合
理
的
な
対
 
 

ー
は
じ
一
め
に
 
 

二
億
眉
墨
大
学
医
学
部
医
療
政
局
壷
理
学
教
室
教
授
．
池
上
直
己
 
 

げ
 
 

応
は
、
医
療
費
の
か
か
る
高
齢
者
等
や
低
所
 
 

得
者
を
で
き
る
だ
け
他
の
保
険
者
に
移
す
こ
 
 

と
に
よ
っ
て
、
保
険
科
率
を
低
く
抑
え
る
こ
 
 

と
で
あ
る
。
そ
の
結
果
、
保
険
の
原
理
に
任
 
 

せ
る
と
、
移
す
こ
と
の
で
き
る
保
険
者
と
、
 
 

で
き
な
い
保
険
者
の
保
険
料
率
の
格
差
は
 
 

益
々
拡
大
す
る
こ
と
に
な
る
ご
」
う
し
た
動
 
 

き
を
抑
制
す
る
措
置
が
採
ら
れ
て
い
る
が
、
 
 

そ
れ
が
ま
た
日
本
の
制
度
全
体
を
復
姓
に
し
 
 

て
い
る
。
 
 
 

今
回
の
健
保
法
等
一
部
改
正
に
、
「
保
険
者
 
 

の
緻
合
及
び
再
臨
を
含
む
医
療
保
険
制
度
の
 
 

体
系
の
在
り
方
」
が
附
則
に
記
さ
れ
、
そ
の
．
 
 

後
発
表
さ
れ
た
坂
口
厚
生
労
働
大
臣
の
私
案
 
 

に
よ
っ
て
現
行
制
度
を
改
め
る
方
向
性
が
示
 
 

さ
れ
た
。
 
 
 

今
後
、
関
係
者
の
利
害
を
調
整
す
る
た
め
 
 

－
一
N
－
 
 

に
妥
協
も
必
要
で
あ
ろ
う
が
、
将
来
を
見
越
 
 

し
た
医
療
の
公
平
性
の
原
則
に
立
脚
し
た
抜
 
 

本
改
革
が
求
め
ら
れ
て
お
り
、
．
本
箱
は
こ
う
 
 

し
た
観
点
か
ら
改
革
を
進
め
る
う
え
で
の
基
 
 

・
本
理
念
と
行
動
計
画
を
提
示
す
る
。
 
 

保
険
者
に
お
嘉
ナ
る
財
政
基
盤
は
ど
の
よ
う
 
 

に
な
ケ
て
い
る
■
の
か
、
既
知
の
事
実
で
あ
る
 
 

が
簡
単
に
触
れ
て
お
こ
う
。
 
 
 

保
険
者
は
全
国
に
五
千
以
上
も
存
在
し
て
 
 

お
り
、
大
き
く
三
つ
に
分
類
す
る
こ
と
が
▼
で
 
 

き
、
そ
れ
ぞ
れ
に
国
民
の
釣
三
分
の
一
ず
つ
 
 

が
加
入
七
て
い
る
。
 
 
 

第
一
は
、
組
合
健
保
、
共
済
組
合
な
ど
、
 
 

2
税
と
財
政
調
整
に
よ
る
 
 

．
・
J
・
．
 
 
 

昏
官
引
打
毘
埼
転
Ⅵ
旨
小
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畠
り
‥
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打
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大
企
業
や
公
務
員
が
加
入
ん
て
い
る
も
の
で
、
 
 

被
保
険
者
の
保
険
料
の
み
で
医
療
費
は
賄
わ
 
 

れ
て
い
る
。
保
険
科
は
労
使
新
手
が
原
則
で
 
 

あ
る
が
、
使
用
者
側
は
最
高
入
朝
ま
で
負
担
 
 

す
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
、
平
均
す
る
と
五
 
 

五
％
を
負
担
し
て
い
る
。
 
 
 

第
二
は
、
中
小
企
業
の
勤
労
者
が
加
入
し
 
 

て
い
る
政
管
健
保
で
あ
る
。
中
小
企
業
の
勤
 
 

労
者
は
大
企
業
と
比
べ
て
収
入
が
低
く
、
窟
 
 

気
に
か
か
り
や
す
い
傾
向
に
あ
る
た
め
、
保
 
 

険
料
だ
け
で
は
妬
い
き
れ
ず
、
国
庫
負
担
、
つ
 
 

ま
り
国
の
一
般
財
源
か
ら
保
険
革
の
不
足
分
 
 

と
し
て
、
全
体
の
一
四
％
を
補
填
t
て
い
る
。
 
 
 

第
三
は
、
自
営
業
者
や
年
金
生
活
者
が
加
 
 

入
七
て
い
る
国
民
健
康
保
険
で
あ
る
。
こ
れ
 
 

ら
の
加
入
者
に
は
使
用
者
の
負
担
も
な
く
、
 
 

さ
ら
に
一
般
的
に
所
得
も
低
く
、
病
気
に
も
 
 

か
か
り
や
す
い
の
で
、
保
険
科
の
不
足
分
と
 
 

し
て
、
国
が
平
均
し
て
そ
の
半
分
を
我
金
で
 
 

補
填
⊥
て
い
る
。
保
険
者
で
あ
る
市
町
村
は
 
 

そ
れ
で
も
不
足
す
る
場
合
は
、
保
険
科
を
上
 
 

げ
る
か
、
自
分
た
ち
の
「
般
財
涼
か
ら
補
填
 
 

し
て
い
る
。
 
 
 

以
上
の
よ
う
に
、
日
本
の
医
療
保
険
制
度
 
 

は
職
場
ヤ
地
域
を
単
位
と
し
た
社
会
保
険
方
 
 

式
を
取
っ
て
い
る
。
し
か
し
、
各
保
険
者
の
 
 

保
険
科
に
よ
る
収
入
と
、
医
療
サ
ト
ビ
ス
の
 
 

給
付
の
ア
ン
バ
ラ
ン
ス
を
是
正
す
る
た
め
に
 
 

観
で
禰
填
さ
れ
て
お
り
、
さ
ら
に
老
人
加
入
 
 

率
の
格
差
を
是
正
す
る
た
め
に
老
人
保
健
法
 
 

靡
職
 
 改

革
を
進
め
る
に
あ
た
っ
て
、
筆
者
は
次
 
 

の
点
に
留
意
し
て
苛
つ
べ
き
で
あ
る
と
考
え
 
 

る
。
 
 
 

昇
一
に
、
医
療
費
を
「
適
正
化
」
す
る
必
 
 

要
は
認
め
る
が
、
▲
一
律
に
「
抑
制
」
す
る
べ
 
 

き
で
は
な
い
。
確
か
に
経
済
不
況
の
中
で
医
 
 

療
費
だ
け
が
増
え
る
の
は
聞
落
か
も
し
れ
な
 
 

い
が
、
も
と
も
と
眉
外
国
と
比
べ
て
低
い
永
 
 

準
に
あ
る
医
療
費
と
、
爽
出
し
て
高
い
水
草
 
 

に
あ
る
公
共
事
業
費
を
同
じ
基
準
に
従
っ
て
 
 

伸
び
を
抑
え
よ
う
と
す
る
の
は
、
．
現
在
の
ひ
 
 

ず
み
を
固
定
化
す
る
ば
か
れ
で
な
く
、
医
療
 
 

技
術
の
進
歩
と
超
高
齢
社
会
へ
の
対
応
を
き
 
 

わ
め
て
困
難
に
す
る
。
 
 
 

第
二
に
、
医
療
改
革
に
取
り
軋
む
際
の
方
 
 

向
性
は
、
ア
メ
リ
カ
の
よ
う
に
保
険
者
が
健
 
 

康
な
人
々
を
加
入
さ
せ
る
た
め
に
行
っ
て
い
 
 

る
市
場
競
争
よ
り
は
、
ヨ
ー
ロ
ッ
パ
諸
国
の
 
 

よ
う
に
、
国
民
に
対
し
て
平
等
な
医
療
を
提
 
 

供
す
る
と
い
う
基
本
原
則
を
堅
持
し
、
そ
の
 
 

枠
の
中
で
競
争
を
導
入
す
べ
き
で
あ
る
。
こ
 
 

、
γ
し
た
適
訳
の
方
が
医
療
制
度
と
し
て
望
ま
 
 

し
い
ば
か
り
で
な
く
、
日
本
は
ア
メ
リ
カ
と
 
 

還
っ
て
、
医
療
が
国
民
の
権
利
と
し
て
明
確
 
 

に
確
立
し
て
お
り
、
ま
た
格
差
を
認
め
る
こ
 
 

1
」
∽
－
 
 

に
よ
る
財
政
調
整
が
行
わ
れ
て
い
る
。
 
 

3
改
革
私
案
の
基
本
的
な
 
 
 

考
え
方
 
 

と
に
対
す
る
抵
抗
が
格
別
強
い
の
で
、
よ
り
 
 

現
実
的
で
あ
る
。
 
 
 

第
三
に
、
透
明
で
わ
．
か
り
や
す
い
制
度
に
 
 

す
る
こ
と
で
あ
る
。
日
本
の
医
療
制
度
は
国
 
 

際
的
に
み
て
高
い
評
価
を
得
て
い
る
に
も
か
 
 

か
わ
ら
ず
、
国
民
の
支
持
を
十
分
得
る
こ
と
 
 

が
で
き
を
い
の
－
ま
、
制
度
全
体
が
わ
か
り
に
 
 

く
い
か
ら
で
あ
る
。
そ
こ
 

を
し
た
ら
、
ど
こ
ま
で
の
サ
ー
ビ
ス
が
保
障
 
 

さ
れ
る
か
に
つ
い
て
の
対
応
関
係
が
よ
り
明
 
 

確
な
制
度
に
改
め
る
必
要
が
あ
る
と
考
え
る
。
 
 
 

第
四
に
、
政
府
と
し
て
の
最
大
課
題
で
あ
 
 

る
行
財
政
改
革
と
重
合
牲
を
保
っ
て
医
療
改
 
 

革
を
進
ぬ
る
必
要
が
あ
る
。
医
療
の
蕩
合
は
、
 
 

そ
の
中
で
特
に
国
か
ら
都
道
府
県
（
以
下
、
 
 

県
と
整
 
へ
の
権
限
の
委
譲
が
重
要
と
な
っ
 
 

て
．
い
る
。
地
方
分
准
は
一
般
に
基
密
自
治
体
 
 

で
あ
る
市
町
村
が
対
象
と
な
っ
て
い
る
が
、
 
 

医
療
は
介
護
等
と
異
な
り
、
よ
り
広
域
的
に
 
 

対
応
す
る
必
要
 

ご
と
に
高
度
の
医
療
が
遣
使
で
き
る
病
院
を
 
 

整
備
す
右
の
は
き
わ
め
て
非
効
率
で
あ
る
。
 
 
 

ま
た
・
、
権
限
が
市
町
村
に
委
譲
さ
れ
れ
ば
、
 
 

県
と
し
て
■
の
役
封
は
徐
々
に
な
く
な
る
 

新
た
な
役
割
を
用
意
す
る
必
要
も
あ
る
。
ち
 
 

な
み
に
、
カ
ナ
ダ
や
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
で
は
、
 
 

県
が
医
療
を
所
管
し
て
お
り
、
医
療
が
県
の
 
 

も
っ
と
も
大
き
な
政
策
課
題
で
あ
る
と
同
時
 
 

に
、
最
大
の
選
挙
争
点
と
な
っ
て
お
り
、
地
 
 

方
自
治
を
活
性
化
さ
せ
て
い
か
。
つ
ま
り
、
 
 

電
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医
療
保
険
制
度
の
最
大
の
問
題
は
、
高
齢
 
 

者
と
低
所
得
者
の
医
療
費
が
国
保
に
集
中
し
 
 

て
お
り
、
国
保
が
制
度
全
体
の
最
大
の
ア
キ
 
 

レ
ス
腱
と
な
っ
て
い
る
こ
と
で
あ
る
。
し
た
 
 

が
っ
て
、
国
保
の
改
革
な
ぐ
し
て
は
、
抜
本
 
 

的
は
あ
り
え
な
い
。
そ
こ
で
、
国
保
を
中
心
 
 

に
、
県
を
主
体
と
す
る
筆
者
の
改
革
私
案
を
 
 

以
下
、
提
示
す
る
。
 
 
 

ま
ず
県
と
し
て
緊
急
的
対
応
と
し
て
、
第
 
 

県
に
よ
っ
て
制
度
や
公
的
牒
障
の
範
囲
と
負
 
 

担
の
程
度
を
国
の
基
本
枠
の
中
で
変
え
る
こ
 
 

と
が
で
き
る
の
で
、
多
様
性
の
あ
る
政
策
上
 
 

の
選
択
肢
が
用
意
さ
れ
て
い
る
。
 
 

▲
第
五
に
、
改
革
の
理
念
と
方
向
性
を
明
確
 
 

に
し
た
う
え
で
、
そ
れ
に
重
訂
プ
ロ
セ
ス
に
 
 

っ
い
て
は
、
現
状
を
十
分
潜
ま
え
た
具
体
的
 
 

な
エ
程
表
が
必
要
で
あ
る
。
医
療
は
国
民
雀
 
 

活
に
密
着
し
て
お
り
、
医
師
の
診
療
方
法
も
、
 
 

患
者
の
受
診
形
恵
も
、
一
片
の
法
律
だ
け
で
 
 

変
え
る
こ
と
は
乱
鞋
で
あ
る
の
で
、
漸
進
的
 
 

な
ア
ブ
甘
－
チ
が
確
か
に
必
要
で
あ
る
。
し
 
 

か
し
、
そ
れ
と
同
時
に
、
将
来
の
方
向
性
に
 
 

っ
い
で
の
明
確
な
ビ
ジ
ョ
ン
と
、
目
磨
の
達
 
 

成
度
を
測
る
客
観
的
な
評
価
尺
度
の
開
発
、
 
 

お
よ
び
そ
れ
を
モ
ニ
タ
ー
し
、
フ
ィ
ー
ド
 
 

バ
ッ
ク
で
き
る
体
制
が
求
め
ら
れ
る
。
 
 

4
改
革
私
案
 

～
県
主
体
と
財
政
調
．
整
～
 
 

∋
 
 一

に
、
県
内
の
各
国
保
の
徴
収
実
態
を
正
確
 
 

に
凝
起
す
る
こ
と
で
あ
る
。
現
状
で
は
、
国
 
 

保
の
保
険
科
（
税
）
の
算
定
は
、
癒
能
割
合
や
 
 

応
益
割
合
、
資
産
評
価
の
有
無
等
で
バ
ラ
つ
 
 

き
が
大
き
く
、
そ
の
た
め
保
険
者
間
の
相
違
 
 

を
比
乾
し
に
く
い
。
そ
こ
で
、
県
と
し
て
一
 
 

っ
の
標
準
的
な
方
式
を
用
い
て
各
市
町
村
の
 
 

保
険
科
負
担
を
算
定
す
る
必
要
が
あ
る
。
具
 
 

体
的
に
は
、
一
般
会
計
か
ら
の
繰
り
入
れ
が
 
 

な
く
、
基
金
か
ら
の
繰
り
入
れ
、
繰
り
出
し
 
 

も
な
い
と
い
う
前
旋
で
、
給
付
実
景
に
基
づ
 
 

い
て
各
市
町
村
の
保
険
科
を
算
定
す
る
こ
と
 
 

で
あ
る
。
そ
の
う
え
で
、
可
能
な
範
囲
で
凛
 
 

準
世
帯
に
お
け
る
所
得
階
層
如
保
険
科
負
担
 
 

額
を
算
定
し
、
市
町
村
間
の
格
差
を
県
民
に
 
 

広
報
す
る
こ
と
で
あ
る
。
な
お
、
国
保
に
加
 
 

入
し
て
ぃ
る
住
民
の
み
が
利
益
を
受
け
る
一
 
 

般
会
計
か
ら
の
繰
り
入
れ
は
、
公
平
性
の
戟
．
 
 

点
か
ら
問
題
ゆ
え
除
外
さ
れ
て
い
る
。
 
 
 

第
二
は
、
高
額
医
療
費
の
共
同
事
業
の
範
 
 

囲
を
拡
大
す
る
こ
と
で
あ
る
。
現
行
の
八
十
 
 

万
円
は
国
、
県
の
助
成
を
受
け
て
、
七
十
万
 
 

円
に
引
き
下
が
る
こ
と
は
既
に
決
ま
っ
て
い
 
 

る
。
そ
れ
と
は
別
に
、
県
の
単
独
事
業
と
L
 
 

て
、
各
国
保
が
拠
出
す
る
再
保
険
称
を
財
源
 
 

に
、
高
額
医
療
費
の
対
象
を
毎
年
十
万
円
ず
 
 

っ
引
き
下
げ
る
措
置
せ
導
入
す
る
。
そ
の
結
 
 

果
、
■
一
部
の
市
町
村
で
は
保
険
科
は
上
が
る
 
 

こ
と
に
な
る
が
、
激
変
な
く
医
療
費
負
担
の
 
 

平
準
化
を
実
現
で
き
る
。
な
お
、
こ
の
よ
う
 
 

－
一
皐
－
 
 

な
平
準
化
が
予
め
な
さ
れ
な
い
限
り
、
国
保
 
 

の
合
併
を
目
指
し
て
も
、
合
併
に
よ
っ
て
一
 
 

方
の
保
険
料
は
必
ず
上
が
る
こ
と
・
に
な
る
の
 
 

で
実
現
は
囲
薙
で
あ
る
。
 
 
 

こ
う
七
た
措
置
に
よ
り
、
県
と
し
て
医
療
 
 

政
策
を
遂
行
す
る
う
え
で
の
主
体
性
を
確
立
 
 

す
る
体
制
を
準
備
で
き
る
が
、
抜
本
改
革
を
 
 

実
現
す
る
た
め
に
は
、
国
と
し
て
次
の
対
応
 
 

が
不
可
欠
で
あ
る
。
 
 
 

第
一
に
、
被
用
者
保
険
を
含
め
て
医
療
保
 
 

険
全
体
に
対
し
て
、
各
保
険
者
の
被
保
険
者
 
 

の
性
・
年
齢
構
成
と
、
所
得
構
成
の
相
違
に
 

よ
る
保
険
科
負
担
朝
合
の
格
差
を
調
整
す
る
 
 

た
め
の
財
政
調
整
を
段
階
的
に
導
入
す
る
こ
 
 

と
で
あ
る
。
年
齢
に
よ
る
調
整
は
高
齢
者
の
 
 

封
合
だ
け
で
は
な
く
、
．
五
歳
階
級
に
従
っ
て
 
 

医
療
費
の
相
違
が
き
め
細
か
く
反
映
さ
れ
る
 
 

必
要
が
あ
る
。
ま
た
、
 

〓
定
朝
合
に
平
準
化
す
る
た
め
に
は
、
所
得
 
 

に
よ
る
調
整
も
必
要
で
あ
る
。
 

な
お
十
日
保
ほ
ど
著
し
く
な
い
が
、
被
用
 
 

者
保
険
の
盈
合
健
保
間
に
お
い
て
も
保
険
斜
 
 

寧
の
格
差
は
大
き
く
、
′
今
後
産
業
梼
造
の
変
 
 

化
に
よ
っ
て
ま
す
ま
す
拡
大
す
る
。
つ
ま
り
、
 
 

従
業
員
の
平
均
年
鈴
が
高
く
、
平
均
賃
金
が
 
 

低
い
斜
陽
産
業
の
保
険
科
率
は
ま
す
ま
す
高
 
 

く
な
る
。
し
た
が
っ
て
、
老
人
保
健
法
や
退
 
 

職
者
医
療
に
よ
る
拠
出
金
の
問
題
が
解
決
し
 
 

た
と
し
て
も
、
公
平
性
を
確
保
す
る
た
め
に
 
 

財
政
調
整
が
必
要
で
あ
る
。
 
 

h
∂
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日  
日論説   

躍建碍鰐脚聖脚脚醜摂氏宝芳  

保険者の統合・再編を考える ～改革の理念と方向性－   

舶曲馳tこ  

第
二
に
、
被
用
者
保
険
．
電
県
単
位
に
分
割
 
 

す
る
こ
と
で
あ
る
。
そ
の
先
導
役
で
あ
り
、
 
＋
 
 

ま
た
分
割
後
の
受
け
皿
と
な
る
の
が
政
管
健
 
 

保
で
あ
る
。
こ
の
よ
う
に
対
応
す
る
こ
と
が
、
 
 

健
保
法
等
の
一
部
改
正
の
附
則
に
記
載
さ
れ
 
 

て
い
る
政
管
健
保
の
親
猿
静
思
の
見
直
し
を
 
 

希
う
う
え
で
最
善
の
方
法
で
あ
る
ヒ
考
え
る
。
 
 
 

第
三
に
、
国
保
と
被
用
者
保
険
と
の
問
に
 
 

存
在
す
る
所
得
祐
足
や
扶
養
家
族
の
扱
い
方
 
 

等
に
お
け
る
相
違
の
解
消
で
あ
る
。
こ
れ
ら
 
 

は
税
制
改
革
や
社
会
保
険
を
世
帯
単
位
よ
り
 
 

個
人
単
位
に
改
め
る
大
き
な
涜
れ
の
中
で
解
 
 

決
す
る
か
、
あ
る
い
は
競
合
に
先
立
っ
て
制
 
 

度
全
体
を
税
方
式
に
改
め
る
こ
と
で
解
決
す
 
 

る
必
要
が
あ
る
。
強
制
致
収
さ
れ
る
国
民
の
 
 

側
か
ら
す
れ
ば
、
税
も
社
会
保
険
料
も
基
本
 
 

的
に
は
同
じ
で
あ
り
、
消
費
税
や
外
形
標
準
 
 

課
我
な
ど
の
税
方
式
の
方
が
効
率
的
で
ぁ
る
 
 

可
能
性
も
あ
る
。
 
 
 

ご、・  
■′．1ノ●  ■ヽ・’  

一－、－′ 一 一 、・・一 一 ～  ■ヽ一  

いけがみ＿なおぎ  

～ 一 ～ － ■■■■・■■          ミ 

｝■  

－J・・J√－J・i．・t      ・・慶應義塾大字こノ三プ・；ニ  
■－、●一、  

堰学部医療・菅盛挙蓼室教授                                     ・●r ・ 

′． ■・！：l   

′一‘’－  

†．－949軒・顛隼草根  し」－■  

†－975年牒應車重大学医御車彙、t■  
二 
－．大垂訪問教授を経て1率・  

・年に軍隊＿‘：■‥ニ  

・著 書・r医舜甲政策選別（敷革  

書見1992）、r日誌申医帝」．（J■・  
Cキャンベルと兵書∴ヰ央公論社，  

1996）、相木版MD－s二りC軍・0  

在宅ケアアセスメシトマニュア  
ル」（J・一モりス他と編著，医学．  

書阻1999）、r臨床ぁためのqOI  

L評価ハンドブッ？ユ（屑原俊」也      と編著，医学書院，2001ト「高齢  
者ケアをどうするか一発進邑の悩  

みと日本の選択」（J・C・キャ  

ンベルと編著．高不安姓監修乳  

中央琵規甲旗，2002）、・「医療問題  

†新版」（日置耳鼠200ト2）など  

宅
 
 

以
上
の
国
の
改
革
を
実
現
す
る
こ
と
に
 
 

ょ
っ
て
、
図
に
示
す
よ
う
に
医
療
保
険
を
競
 
 

合
一
本
化
す
る
た
め
の
五
カ
年
計
画
の
工
程
 
 

表
を
措
く
こ
と
が
で
き
る
．
。
 
 

こ
ま
ず
、
県
内
の
国
保
は
国
保
内
で
、
被
 
 
 

用
者
保
険
は
被
用
者
償
険
内
で
個
別
に
財
 
 
 

■
 

政
詞
登
を
開
始
す
る
 
 

二
）
次
に
、
県
内
の
国
保
l
は
国
保
で
、
被
用
 
 
 

者
保
険
は
被
用
者
偲
険
で
そ
れ
ぞ
れ
競
合
 
 
 

す
る
■
 
 

三
）
最
後
に
、
県
内
の
国
保
と
被
用
者
保
険
 
 
 

を
地
域
保
険
に
競
合
す
る
 
 
 

改
革
途
上
は
、
県
南
．
の
各
保
険
者
に
対
す
 
 

る
国
の
助
成
額
を
改
革
前
の
永
準
に
維
持
し
、
 
 

完
成
し
た
時
点
に
お
．
い
て
も
継
競
す
る
必
要
 
 

は
あ
る
が
、
交
付
先
は
個
々
め
保
険
者
か
ら
 
 

各
県
に
移
管
さ
れ
る
。
そ
の
着
果
、
高
齢
化
 
 

辛
が
高
く
、
所
得
水
準
が
低
い
県
は
、
相
対
 
 

的
に
多
く
の
交
付
額
を
う
け
る
こ
と
に
な
る
。
 
 な

お
、
県
内
に
複
数
の
保
険
者
を
置
く
案
も
 
 

想
定
で
き
る
が
、
財
政
調
整
に
よ
っ
て
保
険
 
 

熱
が
平
準
北
さ
れ
れ
ば
、
一
本
化
し
た
ほ
う
 
 

が
．
メ
リ
ッ
ト
は
大
き
い
と
思
わ
れ
る
。
 
 

以
上
の
よ
う
に
県
単
阻
の
地
域
保
険
に
競
 
 

合
で
き
れ
ば
、
県
は
保
険
者
と
し
て
医
療
横
 
 

国
に
対
し
て
強
い
曹
長
を
獲
得
す
る
こ
七
 
 

け
な
る
。
そ
も
そ
む
県
知
事
に
は
地
域
医
療
 
 

計
画
の
策
定
責
任
者
と
t
て
強
い
権
限
が
あ
 
 

る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
そ
れ
が
十
分
機
能
し
 
 

な
か
っ
た
の
は
、
財
政
上
の
責
任
が
不
明
確
 
 

で
あ
っ
た
か
ら
で
あ
る
。
そ
れ
が
改
革
後
は
、
．
 
 

年
令
や
所
得
以
外
の
県
問
の
医
療
費
格
差
は
、
 
 

基
本
的
に
県
の
責
任
で
対
応
す
る
こ
と
に
な
 
鞠
 
 

る
の
で
、
医
療
計
画
に
従
っ
て
各
医
療
桟
閑
 
 

の
医
療
磯
能
の
集
約
化
等
に
よ
っ
て
効
率
化
 
 

を
計
る
強
い
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
プ
が
働
く
こ
と
▲
 
 

に
な
る
。
 
 
 

∴
詳
訝
は
拙
筆
「
医
療
問
題
－
新
版
」
、
日
置
文
庫
、
2
0
8
2
）
 
 

■
琶
ヽ
 
 

医療改革を行うためのエ程表  

．・0  ・3年  
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＿．ム  

・医療制度改革及び医師等確保対策に関する決議   

高齢化の進展等に伴う医療費の増嵩は、各医療保険制度の財政運  
営を圧迫している。 とりわけ、国民健康保険は、加入者における高  
齢者・低所得者の割合が著しく高いう．え、昨今の経済不況に伴う失  
業者の急増により更に厳しい事態となっている。   
このような中、嘩山新内閣は、国民皆保険制度の‾堅持を前提に後  
期高齢者医療制度の廃止に向けた琴たな制度のあり方や、医療提供  
体制の充実強化等のための診療報酬の改定等について、現在、検討  
を進めているところである。  

「方、月給体病院等たおいては、病院の閉鎖等による地域医療の  
崩壊や医師不足等に伴う様々な問題が生じてお－り、早急な対応が必  

要となっている。   

よって、国は、下記事項について万全の措置を講じられたい。  

記  l  

一  
・、1  

l   

1．医療保険制度に？いて  

（1）後期高齢者医療制度の廃止につい七は、現行制度が一定の定  

着をみていることから、被保険者を始め現場に混乱が生じるこ  
とのないよう、都市自治体の意見を十分に尊重して検討するこ  

と。  

また、後期高齢者医療制度を廃止して新たに創設する医療保  

険制度については、全ての国民を対象とする医療保険制度の一  
本化に向けて、国または都道府県を保険者とする国民健康保険  
制度の再編・統合などを早急に検討すること。  

（2）平成21一年度までの当面の財政措置とされている国保制度にお  

ける高額医療費共同事業、保険基盤安定制度及び財政安定化支  
援事業については、平成22年度以降においても引き続き継続  

するとともに、国における十分な財政措置を講じること。  

（3）後期高齢者医獲制度の保険料負担軽減等の特別対策について  

は、平成22年度以降においでも引き続き継続し、国の責任に   

おいて十分な財政措置を講じること。   



▼   

2．医師t看護師等の確保対策及び地域医療の充実について  
（1）産科医・小児科医・麻酔科医等をはじめとする医師、看護師  

／   等の不足の解消や地域ごと・診療科ごとの医師偏在の是正を図  

るため、国の主要施策である「医療・介護の再生」等を実効あ   

るものとするとともに、医師・看護師等の絶対数を確保するづ  

く即効性のある施策及び十分な財政措置を早急に講じること。  
（2）自治体病院をはじめ公的病院については、地域の実情に応じ   

た医療を確保す亭ことができるよう、十分な財政措置を講じる  

こと。  

享た、自治体病院をめぐる経営環境が激変していることにか  

んがみ、制度改革や経営改善に係る具体的な情報の提供など病  

院経営の改革に向け、更に積極的な支援策を講じること。  

以上決議する。  

平成21年11月20日  

全国市長会   

l  

－  

C〉D  

l  



岡崎・高知市長捷出資料  

○新制度（前回   「高齢者医療制   度改革会議」資   料より引用）   

平成21年度  
丁月－  10月－  1月－  4月～   7月－  10月－  1月－  4月－  7月－  10月－  1月－   10月－  1月→  4月こ   7月～  10月～  1月－   4月－  

8月   8月   8月   12月．  3月   12月   8月   12月  8月  9月  

▲  ▲  ▲  

－‘！  



新制度移行のためのシステム開発にあたって  

○ 開発に着手する前から、早期の情報提供と  係者による事前準備が  貫く。  

○ 十分な開発・テス●卜期間を確保するために臥仕様の早期確定が必要ム  
■■  

公布及び関係通達の早期の通知が  ⇒ 法律・政省令の早  事。  
r  

注）市町村においては、－平成24年7月までに外国人痛報を住民基本台帳に・一本化   

することとなる。同じ時期に、新制度のシステムとのデ⊥タ連携等の対応が必妻。  

ヲ システム開発日程に余裕が必要。  

○ システム構築関連経費は、国で負担。  

－20－   



小島委■員配布資料  
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2010年1月12日  

高齢者医療制度改革会議  

盲義長．岩 村正 彦 様  

連合の提案する高齢者医療制度（意見書）一  

日本労働組合総連合会  

総合政策局長 小島 茂  

1．＿▲後期高齢者医療制度の問題点   

2008年4月1日からスタートした後期高齢者医療制度は、若年者に比べ、医療リスクの  

高いラ5歳以上の高齢者を切り離した医療保険制度であるという制度上の問題点だけでな  

く、政府や地方自治体からの事前の周知徹底不足、低所得の被保険者を中心とする想定外  

ナ の負担増等により、高齢者の不満が爆発し、大きな社会的混乱を引き起こす結果となった。   
後期高齢者医療制度は、医療費削減が目的で創設された矛盾だらけの制度であり、高齢  

者が安心して医療の受けられる持続可能な保険制度ではない。  

l  

F3 
F3 

l  

後期高齢者医療制度のここが問題！  

○公費負担の削減－・抑制が狙い。将来的に給付削減・サービス低下  

○高齢者には「前期」も「後期」もない  

075歳以上を 

○高齢者を年齢で輪切りにした「医療保険制度」は成り立たない  

○被用者保険の被扶養者も含めて、すべての75歳以上の高齢者が保険料を自ら負担  

○後期高齢者医療制度の財源の4割は現役世代からの支援金で、その「支ネ手」は、   

生まれたばかりの赤ちゃんも含めて計算された頭割り  

065歳～了4歳の前期高齢者の制度間政調整は、被用者保険が市町村国保を支える仕組   

みで現役の保険料もア 

OZO14年までの経過措置として残された砧歳までの「退職者医療制度」も、公費負   

担を増やしたくない国の場当たり的な措置  

○後期高齢者診療科・終末期相談料は、高齢者に限定すべきない  

○前政府・与党の見直しは、小手先の対策   



＿ヱニ＿  」 ＿】  

2．連合の「退職者健康保険制度（仮称）」の提案   覇
．
明
 
 
 

連合は、被用者保険の加入者が退職後も引き続き健康保険法の適用を受ける医療保険制  
度への加入が出来るよう、新たな制度として「退職者健康保険制度（仮称）」の創設を提  

案す声。基本的な考え方としては、国民健康保険と被用者保険グノ｝－プめ2本立てを前提  
として、被用者保険の退職者は、国民健康保険に加入するのではなく、被用者保険グルー  

プが共同で運営する新たな制摩（退職者健康保険制度（仮称））に引き続き加入する。（突  

き抜け方式）  

具体的には、  

（1）被用者保険の被保険者が、茸年退職後等に医療リスクが高くなってから国民健康保   
険に移動するのではなく、各被用者保険共通の医療保険として、『退職者健康保険制度   

（仮称）』を創設し、そのまま被用者保険‘oB■（退職者）として、引き続き健康保険法   

において医療余付が受けられる杜絶みとする。（いわば、由行の「退職者医療制度」の   

年齢上限を撤廃し、被用者保険に位置づけるものである。）  

（2）国民健康保険は、地域格差を是正するため、都道府県単位に広域化する。  

（3）低所得の高齢者等に対しては、続一的な基準ヒよる保険料減免措置の制度化等、公  

費による支援め充実をはかる∴   

ヨ
」
t
．
1
一
 
 

この機能分担、役割整理によって、被用者保険グループと国民健康保険の双方の保険者  

が、自立して保険者機能を発揮することを可能とする。  
・
－
N
∽
－
 
 

（図1）連合の退職者健康保険制度（仮称）の考え方   



退職者健康保険制度（仮称）の基本的な仕組み  

1．基本的な考え方   

○若年層に比べ、健康リスク、医療リスクの高い高齢者を独立させた制度は保険原理に馴   

染まない。   

○少子高齢化と医療技術の進歩により、医療費の増加は必然であ卵ミ、．これに対して、医   
療の質は確保しながら、不必要な支出を抑制し、医療費の適正化を図るために、医療保   

険者が強力な俸険者機能を発揮すろことが必要である。 

0保険者機能が適正に機能するためには、旧政管健保のような全国一保険者では規模が大   

きすぎ、市町村国保では、逆にリスク分散の観点から規模が小さすぎる。保険者機能が  

■  適正に発揮できる規模を維持しつつ、自立した運営を確保することが必要である。  
2．知象者   

○被保険者期間が通算して一定期間喧互生）を超える退職者とその扶養家族を対象とする。   

（※「一定期間」については、現在め雇用労働の実態を踏まえ、厚生年金の適用期間の   

見直し等と併せて今後検討する。）  

3．保険料 

0給付と負担については、健康保険法を適田する。   

○保険料については、都道府県毎に整理することとし、一退稼者を含めた各都道府県の被用   

者保険医療費の総額から自己負担分を除いた給付費総額を（被保険者数×標準報酬）で   

除して、その2分の1を退職者の保険料垂とする。各退喘者の所得（年金）総額に嘩険   

料率を乗▲じて保険料を算出する。残りの2分の1の保険料分（事業主負担相当分）につ   

いては、都道府県単位ではなく、全国一本とした上で、被用者保険全体での按分とする。   

○退職者の保険坪ま年金からの天引きを原則とするが、普通徴収の選択も検討する。  

4．公費   

070歳以上の医療給付費への公費は5割とし、 

の高齢者比率に応じて按分する。 

5．・保険者間の財政調整と支援金・拠出金   

○現行の「後期高齢者医療制度」、「退犠者医療制度」i剖亮止するため、それに伴う各支援   

金・拠出金制度も廃止する。   

065歳～74歳を対象とした国民健康保険と被用者保険の制度間財政調整をま廃止する。  
6．運営主体   

○退職者健保を含む全被用者保険の代表者及び労使代表者で構成する管理運単機関を中央   

と各県に設置する。 

○被保険者は、基礎年金番号を活用し、各都道府県で把握する。   

○被用者保険の現役世代iま既存の保険者（組合陸保、協会けんぽ、共済等）に引き続き加  

入する。   

○市町村国保についても、都道府県単位に広域化し、安定運営を目指す。  

7．患者窓口負担  

○窓口一部負担は、保険制度の種類に関わらず70歳以上は一律で1割負担とする。（69歳  

以下2割負担、乳幼児は無料）   

l  

10 
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3．「退職者健康保険制度（仮称）」の課題と対応  

（1）国民健康保険への財政的影響   

被用者保険の被保険者であった退職者は、現状では、一般的に国民健康保険の加入者   

と比べ、厚生年金の給付等、比較的に安定して高い収入がある場合が多く、連合の「突  

き抜け方式＝退職者健康保険制度（仮称）」・が実現すると、星野   

保険料納付者がいなく‡なり、国保財政が破綻するとの指摘もある。  

国民健康保険においては∴よ・り適切な保険者運営の広域化と、高齢者に対する公  

援の充実によって、保険者機能を強化していくことが、安心と信頼の国民皆保険制度を  

支え＆基盤になると考える。  

（2），被用者への健康保険の適用   

自営業者を中心とする医療保険であるはずの国民健康保険に、現在、雇用労働者全体   

のおよそ4分の1が加入している。 また、国民鹿康保険の加入者のうち、無職の割合は   

5割を寧えるといわれるが、そのうちの●10％は、60歳未満の、いわゆる「現役世代」と 

して被用者となるべき人々である。   

こうした実態も合わせて考えれば、国民健康保険に加入する被用者及び被用者とな冬   

べき人々に対して、社会保険を適用させる仕組みを作っていくことこそが必要である。   

また、「退職者健康保険制度」において被用者期間を設定することについて、雇用の流   

動化に対応できないとの指摘もある。現役時代におけ＿る被用者への社会保険の完全適用   

が行われることより、雇用形態を問わず被用者の生涯にわたる医療保険の保障が可能と   

なると考える。   

－
N
∽
－
 
 



r社会保障基金」（仮称）の創設と退職者健康保険制度（仮称）の運営について   

連合は、・「21．世紀社会保障ビジョン」において、年金や、労働俸険（雇用；一労災）も含め  

た、雇用労働者の社会保障制度全体の運営について、政府から切り敵した第三者機関として  
『社会保障基金』（仮称）を創設し、当事者である労使代表の参画によって、民主的に運営し  
ていく構想を提案している。   

・（図2）社会保障基金のイメージ図（連合陀1世紀社会保障ビジョン」）  

l  

10 
∽  

l   

『退職者健康保険制度（仮称）』についても、実際の運営にあたっては、この「社会保障基  

金」（仮称）に業務委託することを基本とする。  

その上で、2008年10月からチタートしている「全国健康保険協会」が、都道府県単位で  

労使代表が参画する評議会を設置し、保険料や事業計画等、実質的な保険者運営を行なう役  

割を担っているところであり、連合の提案と方向性が一致する部分も多いため、当面の現実  

的かづ、暫定的な構想として、この「全国健康保険協会」に退職者鹿康喋険制度（仮称）の  

運営を委託することも含めて検討する。   



（図3）退職者健康保険制度（仮称）の保険者運営の具体化  

○退職者健康保険制度（仮称）は、全ての被用者保険の保険考が共同により運営する管理運営機関を設  
置し、実際の事務運営に当たっては、「社会保障基金」の中に設置する現役被用者の医療保険を運営す  
る地方運営機関に業務委託する。（管理運営機関として、各被用者保険の保険者代表と、退職者の代表  
による「運営協議会」を定期的に開催する。）  （連合▲・21世紀社会保障ビジョン）  
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r新たな制度のあり方」に対する意見  

平成22年1月12日  
高齢者医療制度改革会議  

委員 見 坊 和 雄  

社会保障制度は、国民の幸せを願う国家百年の大計であり、わが国の医療  
制度においても、その将来像を明らかにするなかで、高齢者医療のあり方が  

検討されることを願っでいます。   
高齢者医療制度をめぐる課題について、  

①1991年「高齢者のた吟の国連原則」、（自立・参加・サア・自己実卦尊厳）   
②1999年「国際高齢者年」のテーマ（「すべての世代のための社会をめざして」）   

③またわが国では1995年の「高齢社会対策基本法」  

をもとに、高齢期を国民一人ひとりの生涯にわたる課題とレてとらえ、以下  
のとおり意見を申し上げます。   

1．高齢者り「自立」と「尊厳」が守られる制度に   

○ 政府が初めて発表した相対的貧困率では、貧困層（年間所得が114万  

円未満）が、先進国の中で高い水準にあり、特に「ひとり親世帯」では  
54．3％と半数以上が該当し、経済格差が広がっている。  

○ 年金額が据え置かれるなかで、保険料は費用の伸びに応じて引き上げ  

られ、このことが高藤者の生活不安を大きくしている。保険料や利用料   
によって過度な鱒甲哩じないよう、低所得都子温かみのある制度に、  
また長寿を誰もが寿げる制度としていただきたい。   

＿ヽ  

2．公平でわかりやすい制度に   

○ 医療サービスは、個々人の状態に応じて提供されるべきものである。  

諸外国でも例のない年齢による区分を設けるべきではない。   

0．保険料や窓口負担は、・生涯にわたる負担であり、若い世代と高齢者と  

いった対立軸で論じるべきではなく、それぞれの年齢期に応じた公平な  

．負担のあり方を講じるべきである。   

○ また同じ年齢期にある世代内の負担も、公平でわかりやすい制度とす  

べきである。   

3．高齢者が理解し、選択できる制度に   
○ 昨今の社会保障制度の改正はめまぐるしく、高齢者の理解が追いつか  

ない状況である。拙速な制度改正を改め、制度の長所・短所、－負担と給  
付の関係を明らかにし、国民の選択に資する制度としていただきたい。   
○ 制度の理解のために、住民に身近な基礎的自治体である市町村の責任  
において、一十分な説明・周臥 きめ細かな対応を行っていただきたい。   

l ふ  
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■r国際高覇者年」とは   

私たちの住んでいる地球曝、ん1亭、全世界的に人口の高齢化が進んで  

し1ます。■そとで、’1992年の国連総会において、1999年を「国際高齢  

．者年」にすることが決まりました。  

「高齢者のための国連原則J（1991年国痙総会で採択）を促進し∴政  

策及び実際の計画億劫において具体化することを目的としています。  

■高齢者のための国連原則  

○自立i血dep血ヲ。  
高齢者は  

・収入や家族・共同体の支援及び自助努力を  

通じて十分な食料、水、住居、衣臥医療  

へのアクセスを得るべきである。  

・仕事、あるいは他の収入手段を得る稔会を  

有するべきである。  

・退職時期の決定への参カロが可能であるべき   

である。  

・適切な教育や職業訓練に参加する機会が与   

えられるべきである。  

高島者Iま  

・家族及び共同体の介護と保護を享受できるベl  

きである。  

一発病を防止あるいは延期し、肉体・精神の最 〉  

逼な状態でいられるための医療を受ける機会  

が与えられるべきである。  

・自主性、保護及び介護を発展させるための社  
会的及び法律的サービスへのアクセスを得る   

べきである。  

・思いやりがあり、かつ、安全な環境で、保護、  

リハビリテーション、社会的及び精神的刺激  

を得られる施設を利用することができるべき  

○参加如血  ・安全な環境に住むことができるべき  

である。  

・可能な限り長く自宅に住むこと  

ができるべきである。   

高齢者は  

・社会の一員として、自己に直接影響を及ぼ  

すような政策の決定に積極的に参加し、若  

年世代と自己の経浜と知識を分かち合うべ   

きである。  

・自己の趣味と能力に合致したボランティア  

として共同体へ奉仕する機会を求めること  

ができるべきである。  

・高齢者の集会や運動を袈裟する∈とができ   

る′くきである。  

●ごある。  

・いかなる場所に住み、あるいはいかなる状態  

そあろうとも、自己の尊厳、信念、要求、プラ  

イバシー及び、自己の介護と生活の質を決定  
する権利に対する尊重を含む基本的人権や自  

由を享受することができるべきである。   
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鼻先進諸国の高齢化宰の推移及び予測  
30  
％ 

・・・－一日本  

■我が国の高齢化の状況   

左のグラフを見てわかるとおり、  

我が国の高齢化は、世界にも顆を見  

ない速さそ進んでいますp2015年  

には∴国民の4人に1人が65歳以上  

の高齢者という本格的な高齢社会が  

到来するものと予測されています。   

また、我が国は医療の発達などに  

より、人生80年時代を迎えました。  

誰もが生涯を通じて、健康で生きが  

6
5
歳
以
上
人
口
割
合
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15  

いをもって、安心して暮らせること  
0  

昭和25年 35  45   55．平成2年12   22 平成32年－が重要な課題となっています。  
（1950）（1960）（1970）（1980）（1990）（2000）．（2010）（2020）  

（d資料：総務庁統計局「国勢調査J  
N  厚生省国立社会保障・人口問題研究所「［∃本の将来推計人口」（平成9年1月推計）（中位推計）   

L ・uN．WorIdPopulationPTOSPeCtS：The1996Revfsion   

一○自己実現d仙印t  

＼   高齢者は  

一自己の可能性を発展させる綴会を追及でき  

るべきである。  

一社会の教育的・文化的・罵神的・娯菜的資  

源を利用することができるべきである。 

考活力ある高齢社会   

高齢者は社会を支える重軍な一員  

です。．本格的な高齢社会をいきいき  

とした社会にするためには、高齢者  

▼の自立と社会参加を一層進めていく  

必要があります。   

現荏はまだ若い世代も、目前の本  

格的な高齢社会について自分の問題  

として考えていく必要があります。  

すべての世代が助け合って豊かで活  

力ある高齢社会を築くため、世代間  

の理解と協力を進めていきましょう。   

○尊厳dignity   

高齢者は  

・一尊厳及び保障を持って、肉体的一指神的   

虐待から解放された生活を送ることがで   

きるべきである。  

一年齢、性別、人種、民族的背景、障害等   

に関わらず公平に扱われ、自己の定演＝的   

貢献に関わらず尊重されるべきである。  



鋸撞潮軋  
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遍r社会参加活凱と  
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r世代間交流」  －   メ こ‾ 

、 

一▲jを－  

話、  施  

生産・就業活動などの地域での各種  言文化・技能の伝承．など   
きて 

二  
加活動」といいます。  、 i  

ヽl  

また、子どもからお年寄りまです  1、  

ベての世代が理解し合い、助け合う  

ため、異なる世代が－緒に活動を行  
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平成2－1年12月25日  

全国健康保険協会   

理事長 小林 剛  

高齢者医療制度の在り方に関する意見について   

標記に？いて、下記のとおり、現時点における意見を述べます。   

なお、今後、r高齢者医療制度改革会議」における議論や協会の運営委員会   

における議論を踏まえて、追加の意見もありうることを申し添えます。  

記  

1．基本的な考え方  

○協会けんぽは、中小企業等の従業員やその家族の方々が加入している健康保   

険であり、当協会としては、加入者や事業主の草々の利益の実現・増進を図   

るため、・よりよい高藤者医療制度を目指していく必要があると考えています。   

○高齢者医療費を中心に医療費が増大する中で、国民皆保険を維持していくた   

めには、増大する医療費の負担については、現役世代と高齢者世代の負担を   

明確化し、高齢者医療に係る費用を負担する加入者や事業主の方々の理解と   

納得が得られる制度としてい 

齢者医療制度は、協会けんぽの加入者が将来、加入又は適用を受ける制度で   

あり、単に財政負担の仕組みということではなく、利用者め視点かちみて、   

わかりやすい仕組みとしていくことが、加入者の方々の理解を得るためたも   

重要であると考えています。   

○また、今回の制度が、四半世紀（昭和58年．（1983年）から平成20年  

（2008年）まで）にわたり続いて－■きた老人保健制度の反省点を踏まえて  

出来たという観点から、良い点は残し、次の制度でも活かしていただきたい   

と思います。   

○例えば、費用負担の面で言えば、高齢者医療費を中心に増大する医療費の負   

Ⅰ  
⊂d  

Cn  
l  



担については、現役世代と高齢者世代の負担を明確化し、高齢者医療に係る   

費用を負担する加入者や事業主の方々の理解と納得が得られる制度としてい   

くことが重要であると考えていますので、現役世代と高齢者の負担の関係が   

見えにくかったものから、現役世代が高齢者世代を支えるための負担力ミどれ   

くらいか見えるようになった点は評価できます。   

○また、運営主件の面で言えば、後期高齢者医療制度については、年齢で区切   

る点で理解を得られない点はありますが、都道府県ごとに設置される広域連  

合が運営主体となっている点は、従来の老人保健制度において指摘されてい   

た財政責任が不明確であり、保険者機能が働きにくい等の問麺点を踏まえて   

のもめであると思いますので、財政責任を負う主体が明確にされた点につい   

ても十分に評価すべきものと考えています。  

2．費用負担、一財源の在り方について   

○国民皆保険を維持していくためには、高齢者にかかる1人当たり医療費が現   

役世代に鱒べて高いことから、何らかの形で現役世代の支援を組み合わせて   

いくことは必要ですが、・その負担については、支え手である現役世代の負担  

が過重なものとならず、理解と納得が得られる在り方を考えていく必要があ   

ります。 

○一方で、後期高齢者医療制度の財蔽の4割は、医療保険制度からの支援とな   

っており、また協会けんぽの保険料率のうち約4割は後期高齢者医療制度の   

支援金や前期高齢者納付金専に充てられています。このような状況について   

は、現役の方の保険料負担という点で非常に重くなっていろとともに、保険   

集団にとって全く給付に充てられない費用が「保険料」という形で徴収され   

ていることに疑転が出ております。   

○さらに、保険料での負担のあり方についても、高齢者医療を支える各制度間   

での負担は、各制度の負担能力を反映したものとなろことが重要であると考   

えています。   

○現役被保険者の負担の現状などを考慮すれば、今後、高齢化に伴う医療費の   

増大や所得水準の低下、高齢化率の上昇に対し、負担能力のある高齢者世代   

の方に一定の負担をお願いするとともに、社会全体で支え合う観点から公費  

の役割の拡大も含めた財源の在り方について検討していくことが必要と考え   

ています。   

l  

く点  
の  
l  



山  

3．特定健診・保健指導について   

○平成20年牽から医療保険者に実施が義務付けられた特定健診・保健指導に   

ついては、特定健診・■保健指導の導入により、国民の間にメタポリックシン   

ドローム、生活習慣病に対する意識が高まりヾ また保険者も保健事業の取組   

みを進めたという点は評価すべきものと考えていますこ   

○一方で、特定健診・保健指導の実施率などをもとに平成25年度から後期高  

齢者医療制度の支援金の加算・減算が実施されることとなっていますが、加   

算・減算のルールに？いては、・平成20年10月の協会けんぼ琴立後の状況   

からすると・、事業主や地域との南係が薄いことや、中小零細企業が大多数で   

効率的な事業遂行が難しいこと等もあり、他の各保険者と前提条件が大きく   

違うので蓼まないかと思っています。   

○保険者機能の強化や、保健事業の取組み強化によって個々人の生活の質の向   

上を図り、また中長期的に医療費の伸びを抑制するという特定健診・保健指   

導の考え方は活かしながら、現在の加算・減算の仕組み拝、廃止を含めて見   

直す必要があると考えています。   



近藤委員配布資料  
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亭齢者医療制度改革の課題と戦時   

（日本廠NSF）策定に向けて・  
ー1   

2007．12．20版  

日本福祉大学社会福祉学部  

近藤克則  

－39－  



後期高齢者医療制度を巡る論議  
る現状認識  す
 
 

対
 
．
■
J
．
 
 

1
 
 
 

医療制度には，財政と医療提供の両面がある  
今まで保険財政の側面に蘭する論議た偏重  
－「基本的な考え方」6項目の多くは保険や負担に関するもの  

－提供されるべき医療内容とその提供体制に関する論議が弱い  

一層供される医療の中身が如、ら．なければ，財政（細野）の妥当．   
な水準は分からない  

今から準備しなければ，医師数など量的 
けでなく，診療科1医療内容とこ一ズとのミスマりチな  
ど質的な問題を生じろのは確実 

－診療報酬によ卑誘導策だけでは対応できない構造的な変化  

一医師を育てるには10年，医師養卦提供システムを作るにはそ．．、   
れ以上の時間がかかる  

－40－   



後期高齢者は急増する  
●（平成21年版高齢社会白書，P4）  

資料、：：Ⅸ氾5畔栗では級翻堰「弼葬凋亜」、翔l郎雄欄摘晒柑剖漂髄偲・九に憫駈靴恥狩川劃軸抒就推軌肘＿i川蝿1＝叩1封j隠州」輌1招叶昭・ハ  

叙亡申穂髄露によふ推卸賠娘  

－41－   



後期高齢者の急増に備える 

総合的な構想と目標†計画が必要 
高齢化で急増するのは後期高齢者  
一後期高齢者数は，1160万人（2005）から2167万人（亭025）へ  

保険財政面だけでなく，後期高齢者の増加による医療  
ニーズの量的・質的な変化への対策が必妻 

ー医療・福祉職の不尽，健康格差・地域格差是正  

一介護予防，リハビリテーション，独岳高齢者の在宅ケア，   
和ケアなどニーズの構造的な変化への対応  

－ケアの質と効率の改善を図れるシろテムが必要  

－’これらは診療報酬による誘導だ けでは無理  

一人材養成やケア提供の横臥自標，．計画，それらの進捗状  
況評価によるマネジメントシステムが必要  

日本版NSF（Nat■iona［＄er〕i？eFramework）が必要  
－42－   



NSF（NationalServic占Framework）とは  

▲日本より10年早く・嘔療帝壊」を経験したイギ  

リス政府が，そこからの脱却ヰ生に向けて  
策定したもの  

現状評価に基づき課題抽出■，全英で達成さ 
れるづき10年後の数値月標，牒．標に至る戦  
略を，領域・疾患別に示．したもの  

日本の高齢者医療で，今後10～？0年間に担  
きる構造的なニ ーズの変化に対応するには  

構造改革のための「日本版NSF」の策定論議  

の場が必要である  

ー43－   



日本版NSF策定のための指針（案）  
・現状評価－．将来推計から課題を設定  

・各課題について・1b年後目標（＆中間評価する5年後の   

目標）を設定．■できる限り数値目標を，高一中・低の3段   
階で設定  

・■ヰの数値目標を準定するためた必要な戦略と予算規模  
も示す  

ヰ古  ご
 
導
 
誘
 
 

診療報酬による  
寧，人材育成計画をも含むものとする 
策定過程には，当事者である高・齢者・家族■琴療痩供  
卦介護事業者なども参加トていただく  

予町医療・リハビリテ⊥ション緩和ケアまで対象とする  

都市と地方など，地域偏在や地域差にも留意する  
モニタノングシステムの構想一関発も同時に行う・  

ー44－   



構成と取り上げる課題の例  
背景＝高齢考人ロ・世帯の増加と対応  

基本構想：医療の目標と戦時の構築  

対象領域別の目標と戦略   

①介護予防甲卿犬評価と拡充戦略   

②狭義の高齢者医療   

③リバビリテ「ション直療の拡充   

④．維持期の在宅・居宅一施設ケア   
⑤ 施設内での屡療の拡充 
和ケアの拡充  

構造を変えるための総合的な戦略   

⑦医療・福祉の人材養成：卒前教育 

⑧医掛福祉の人材養成：卒後教育   
⑨科学的な根拠に基づいた戦略づくり  

⑩効率t質†公正のモニタリング  

－45－   



10カ年戦略策定とマネジメント  

2PlO年：第1期 

20II12年：必要なモデル事業と評価の実施，指  
標やモニタリングシステムの開発，’領域別NSFの  
策定，目標値（上ヰー下）別の予算試算と公表，  

払  
白岡  議で目標撃定  国・民的  

2d13－16年＝モデル事業の中から優れたもの牽選  

別し，改良を加えて普及，人材養成などの本格  
化開発した指標やモ羊タリングシステムの⊥部  
導入，それちを活用したNSFの中間評価と計画 
の見直し  

20I7－19年十経年的評価と見直し，  

2020年 

－46－   



以下は， より具体的な例示・  

＋
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背景：高齢者人口ー世帯の増加と対応  
．
＝
：
．
■
．
一
事
：
●
．
●
■
■
「
■
＝
■
．
．
一
．
．
．
．
●
H
．
．
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・世界」の水準の超高齢社会・   

一人類が未経験の社会，他国にもモデルがない，創意土  
夫が必要  

魯増する後期高齢者  
「団塊の世代が後期高齢者となる2025年片およそ1．早～  
2倍に増■えるキーズに応える量的規模・目標が必要 

急増する高齢者のみ世帯，単身世帯   
一家族介護力の低下，生活を支える介護サービスとの連   
帯が必要，多職種連携できる人材養成が必要   
一高齢者施設，施設内での、′医療の確保が必要  

・有限の社会保障財濾   
効率一翼■公正のモニタリングが必要・  

－48－  



基本構想：底療の目牒と戦略の構築  

目標は延命期間の高大化でなくQPL（dualityoflife）の最大化  

も社会参加・知的活動一情緒的なサボ「ト   
ゐ痩薮’元 が多少不健康でも社会参加できる場の重視へ  

⊥延命・臓器別高度専門医療重視からQOLせ活機能の重視人  

和ケアまで  対象は予防から   
一 予防：1次予防（健康的な生活），2次予防（早期発見・早期介入）  
一狭義の高齢者翠療  

「リハビリテーション（急性期†回復期）  

－維持期の在宅・居宅・施設ケア  

和ケア  一終末期における   

・∴診療報酬だけに頼らない構造を変える総合的な戦略■   

人材育成●   －・   

「根拠に基づく政策●   

－マネジメント甲強化－モニタリングの重視  
－49－   



J  

①介轟予価の現状評価と埠充戦略  
地域支援事業の一般高齢者介護予防施策  
一現状：具体化の遅れ，その基礎となる功究の遅れ  
－5年後：モデル事業を評価  

rio年後：効卦効率の良いものを選び全国に普及  

地域 
一現状±現行事業でIま効果が不明  

「5年後：改善されたモデルプログラムの評価による効果・   
の 

⊥io年後：効果換証済みプログラムの草及と評価義務化  

介準予防締付の質（効果）め検証  
一現状：マクロレベルで見た効果検証方法に疑義  

－5年後：モデル事業のプログラム評価三事業所単位のモ  
三タリングシステヰの開発  

－10年後：効果検証済みプログラムの普及と評価義務化  

●・  

－50－   



②狭義の 
多し†疾患についての基本野田各  ・高齢者に  

「塊状：がん対嶺基本法はあるが，●人材養成が追い   
ついていない．麿備嘩況甲モニタリングが不十分   

－．5年後：聯卒中対策基本法，高齢者医療対策基本   
法などで，高齢者に多い疾患に対する基本戦略を   
策定．必要な専門職の人材養成，システム開発の   
疾患別†診療科別・地域別数値目標設定と予賃  

化， 

－1P年後：高齢者l；多い疾患を専門とする医師数，  
診療チームi拠点数」急性期入院病床数・訪問診   

療実施件数等で，2025年に必要とされる疾患別1  
診療科別・地域別目標数値の60％を達成  

ー51－   



③リハビリテ⊥ション医療の拡充  

急性期り′ 

一現状：「リハビリテ「ションは回硬期で」という誤鰍  

－．5年後：半数の脳卒中患者が1週廟以内にリノ・1ビリ   
テ⊥ショシを受けられる．全入院患者の廃用症候群   
の把握を義務づけ  

－10年後：廃用症候群のリスクをもつすべての患者がリ   
ハビリテーションを受けられる．すべてのDPC病院にリ   
ハビリテション科臨床認定医の配置 

回復期リハビリテ干ションの拡充  

一現状■：訓練不足で潜在的能力引き出せていない  

－5年後：室0％の患者で1日3時間以上の訓練 

－叩年後 

ハビリテーシ白ン料亭門医の配置／適応ありとされた   
すべての閑雅で1日3時間以上の訓練 

－52－   



④維持期の在宅・居宅・・施設ケア  
J  

・生活を支える介護サービスとの連携  

串堺：・在宅支援珍療所：00診療所，介護保  
険でのリハビリテーション不足，ケアマネ  
ジャーの基礎資格で介護福祉士急増  

5年後：半数の生活圏域（市町村介護保険事  

業計画）に複数の在宅支援診療所，・介護保険  
リハビリテ⊥ションサービスの倍増，・ケアマネ  
研修に基礎的な医療的内容導入  

10年後：すべての生活圏域に複数配置，2025  
年に必要な介護保険リハビリテ⊥ションサー  

ビス，医療を受けられる居宅サービス目標値  
の75％達成．  

ー53－   



⑤施琴内での医療の拡充  
・慢性期1療養期の施設・病棟の整備   

－■現状：医療・介護保険療養病床・老健で患者像が同じ，   
特別養護老人ホーム入所待機者38万人，欧米に比して  
少ない高齢者人口あたり施設定員．   

－ 

－．10年後：計画目標値の50％実現  

・t医療の過不足   

－．現状：療養病床の－ 
療という指摘，・特養での医療不足で看取り困・難二   
⊥■5年後：施訃病棟における治療方針ガイドライン策定，  
治療内容モニタリングシステムの開発，－相応しい診療報  
酬■介護報酬制度の策定，必要な人材養成・配置   

－10年啓：人材配置状鳳治療ガイドライン遵守率，治療  
内容のモニタリング結果の公表  

－54   



和ケアの拡充  

・がん患者の   和ケア  

一現状：希望する患者が緩和ケアを受けられない  

和ケアを受けられるプログラム1デイ  ー5年後：在宅で  

和ケアを受けられる人を  ホスピタルなど）の開発，  
倍増  

者
 
 

望
 
 

希
 
 

の
 
 

和ケアを受けられる  ⊥10年後：すべて  

和ケアチームの整備  

和ケア科・病棟・チームがない  一現状：大病院にすら  

和ケアチームのサポート  －5年後：25・％の病院で  

－10年後こ年間100万人が，、病院・施設・在宅で  和ケ  
和ケアチームによるサポート含  アを受けられる（  

む）  

ー55－   
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1950年1958年1966年1974年1982年1990吏1998年 2006年 2014年 2022年■ 2030年 2038年 2046年■ 2054年  

厚生労働省統計情報部『人口動態統計』  

国立社会保障・人口問題研究所『日本の将来推計人口（平成18年12月推計）』．                                －56－   



⑦医掛碍祉の人材養成：卒前額育  

・養成プログラムの見直し 

一現状：現瘍では連携が重要とされながら，養成課   
程は各職種で独立し連携を経験できない  

」5年後：養成校の2．0％に多職種連携教育導入   
一一10年後＝養嘩校の509ムに多職種連携教育導入  

・医学教育・．研究内容を超高齢社会対応へ  
和ケア科  一現状：老年科，リハビリテーション科 

，   こ   

など超高齢社会で需要が増える診療科，地域ケ  
ア，づログラム評価の研究一散育スタッフの不足  

＿ 5年後：5 

－1・P年後：100％・の大卓医学書旺設置  

－5了－  



⑧医療・福祉の人材養成：卒後教育  

・’超高齢社会に対応できる医療福祉職の再教育   

一現状：今までに受けた教育では対応困難，臓器別専  
門性は高いが／高齢者のQOLを高める視点などが  

リテーション，緩和ケアなど超高齢社会で  
識と技術も不足   

ビ
 
 

＼
 
 
 

／
 
 

弱く，  
不可  

リ
欠
 
 

な
 
 ー5年後：研修プログラムの開発，希望者の25甲が修了   

－10年後：希望者の75％が受講修了  

・ケアゐ質1経営のマネジメント教育   

一現状：卒前敵育ではマネジメント教育が欠如⊥困難   

－5年後＝之5％の医療▲福祉系の大学廟に々ネジメント   

コース設置，受講者の授業料支援制度などの拡充   

－10年後：すべての事業 

ー58－   



⑨科学的な根拠に基づいた戦略  

高齢者めqoLを高める予価・医療・リハビリテーション・  

和ケア研究の強化  

－CSDH（CommissiononSocialDeterrhinantsofHealth，WHO）の   

勧告に沿って「健康の社会的決定要因」と「健康格差」に閲す  
る測定インパクト評価の強化  

一個人レベルの医学生物学的要因だけでなく心理社会的要因，   
地域社会要因の重視  

一高齢者のみでなく，家族介護者も視野に入れた評価研究  
ケアの卦公正■効率（費用）‘を視野に入れた評価研 

－プログラム評価，政策評価，マネジメント碗究の蓄積  

一日木版山sFとその各領域版の策定ヰ間部価碗究  

・、研究拠点・人材の育成  
一戦略的厚労科研費を活用した研究・徴育拠点の整備∴社会科  

用
 
 

の
 
 

ク
 
 

ド
 
 

ス
 
 

ポ
 
 

系
 
 

学
 
 

－59－   



⑩効率↑軍⊥公正の千手タリング  

・・畠年後に中間評価と戦略の見直し  

・電子化されたデ「タを活用したアクセス・プロセ   
ス・アウトカムの経年的モニタリング   

ー電子レセプト・DPC・電子カルテ・要介護認定データの  

活用  

・モニタリングのたあの指標とシネテムの由発   

q米国のHC（HospitaICompare）・NHt（NJ；singHome 
Compare）・英国のPAF（Performanc9Assment  
Framework）」cQC（CareQuaIityCo．m－missron）を参考  
に  

・■医療の質だけでなく，地域偏在・地域格草・健腋  
格差や効率・費用もモニタリング  

－60－   
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医療制度のあり方について  

高齢者医療制度改革会議提出資料  

2009年12月25日  

（社）日本経済団体連合会  

社会保障委員会  

医療改革部会長 牽藤正憲 

1．基本認識   

社会保障制度は、国民の安心と安全を支え、経済社会の安定につながβ最も   

重要な社会基盤である。とりわけ、安心安全な暮らしの実現には、質が高く効   

率的な医療の確保が不可欠である。   

高齢化の進展や厳しい経済情勢の申、わが国の医療は提供面でも保険財政面   

でも大きな問題に直面している。－ 産科・小児科・救急医療など医療提供体制の   

立て直しを図るとともに、高齢化などに伴う医療費の増大や、高齢者医療保険   

への過重な拠出金への対応が急務である。  

2．1目指すべき方向   

医療制度の改革を進めるにあたり目指すべき方向は以下の通り。  

（1）患者の視点に立った効率的で質の高い医療提供の実現  

地域の医療ニーズや疾病動向などの地域特性を踏まえ、在宅医療の充実、  

医療機関の機能分化と連携や介護施設と申達携を強化するなど、医療資源  

の効率的かつ適正な配置を進める。  

（2）国民に信頼される持続可能で安定的な医療保険制度の確立  

他国に類例のない急速な高齢化・現役世代の減少に対応すべくノ、高齢者  

医療への公費投入割合を拡大するなど、国民皆保曝を支える医療保険財政  

の安定化を図る。また、自立・自助の視点から、負担能力と受益に見合っ  

た負担を求めることも重要である。  

（3）国民一人ひとりが医療を支えるという現点の確立  

国民一＜ひとりが健康管理や適切な受診行動に努めるなど、国民全体で  

医療を支える視点が必要である。そあためには、政府・－自治体・保険者な  

どによる情報提供・広報が求められるこ  

l  

∽  

3．医療提供体制の整備  

医療ニーズに対応するための機能強化と効率化の同時達成に向けて、当面、   

都道府県が中心となり、地域の医療・介護ニーズや疾病動向を把握し、地域医   



．盟エ  ＿」   

療・介護サービスの充実と効率化に向けた計画策定にあたる。その基盤整備の  

ため、ICTを活用して診療データの蓄積・分析を進めるとともに、医療の透  

明化、標準化を推進する土とが必要である。   

また、高齢化の進展に伴う医療・介護チーズに対応するためにも、在宅療養  

を支える医療支援体制の強化、医療・介護が連携した地域ケア体制の整備を図一  

ることが求められる。   

こうしキ提琴体制の充実には診療報酬上の手当てだけでは不十分であり、公  

費投入も含めた取り組みが不可欠である。  

4．医療保険制度  

（1）改革の方向性   

高齢者医療制度への多頗の拠出金と経済悪化による保険料収入め減少が、  

現役世代の保険者の財政基盤を危うくしている。経済状況が好転すれば保険  

料収入は増加するが、拠出金負担については高齢化の進展に伴い今後とも急  

′－   速に増大する。世代間扶助を基調とした高齢者医療制度のままでは、保険者  
の持続可能性の確保は困難である。  

現役世代の保険制度については、保険原理に基づく給付と負担のバランス  

が図られ、保険者機能を発揮できることが重要である。保険原理を超えたリ  

スクへの対応や世代間扶助にあたっては、税による公助を基本とすべきであ  

る。  

（2）高齢者医療制度のあり方ついて  

①後期帝齢者医療制度の評価  

財政・運営責任の主体や負担ル㌻ルを明確にしたこと・など、．旧老人保健  

制度の問題点を解消した点は評価される。こうした点は、新制度でも採り  

入れるべき。  

②加入対象者  

年齢区分ではなく、生活スタイルが大きく変化する公的年金の受給者を  

被保険者とする体系に組み替える。現役として就業継続する方は、健保組  

合など若年者の制度に継続的に加入することも検討する。  

③運営主体  

市町村の保険者としての経験や対象者の生活基盤に近くきめ細やかな  

対応が■可能であるなどの利点を踏まえつつ、財政の安定性や医療資源の効  

率的活用の観点から、現在の後期高齢者医療広域連合をベースに検討を進  

めることが望ましい。   



④保険給付財源について  

現行の高齢者医療制度は、現役層からの拠出金に大きく依存した仕組み  

であり、現役層が負担した保険料の4割以上が高齢者医療に拠出されてい  

る。今後、高齢者は増加しミ現役世代は減少することは明らかであり、現  

在の仕組みを続ければ、保険料負担に占める高齢者医療制度への拠出金割  

合はますます高まる。こうした事態を放置すれば現役層の負担が過重にな   

るばかりでなく、個々・の保険者の医療費適正化なとへの努力を減退させ、  

健康増進などに取り組む保険者としての機能が弱体化する。  

従って、高齢化の進展を踏まえつつ、高齢者医療制度への公費投入割合  

を高めることが不可欠であり、その財源を確保するためにも消費税も含め  

た税制抜本改革が急務である。  

⑤高齢者の負担  

2055年には、現役世代－1．2人で1人を支える人口構成になることを見据  

えると、国民皆保険を守る観点から、患者自己負担や保険料について、一高  

齢者にも、その負担能力に応じた適切な負担を求めるべきである。後期高   

齢者医療制度の負担水準 

いの中で負担水準を設定する。  

国民の負担能力に応じてきめ細かく対応するためにも、税・社会保障共  

通番号制度の導入に向けた検討が急がれる。  

（3）現役世代の医療保険制度について 

現役世代町制度間の財政調整は、個々の保険者の医療費適正化などへの努   

力を減退させ、保険者機能の野体化と制度の公平性・持続性の毀掛こつなが   

ることから、断固反対である。  

「地域保険としての一元的運用」という方向性については、これまで地域   

や職域の保険者が果たしてきた役割を十分に踏まえた上で慎重に検討すべ   

きであるこ  

t  

の  
■ゝ  
l  

以上   
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高齢者医療制度の再構築に向けた健保連の考え方  

平成21年12月25日  

健康保険組合連合会   

人口の高齢化等によって医療費め増大は避けられない。高齢者医療制度を持続可能な  

ものにするためには、高齢者の負担もさることながら、自らの医療費と高齢者の医療費を支  

える若年者の負担にも配慮することが不可欠である。同時に、国民皆保険体制を堅持するう  

えでも、公費負担を拡大するとともに、そのため？安定財源を確保すべきであることは言うま  

でもない。   

厚隼労働省は、「後期高齢者医療制度は廃止する」をはじめ6つの考え方を掲げている  

がこ本改革会議においては、現行制度の問題点や高齢者医療制度のあるべき姿について  

幅広く議論すべきである。・そのうえで、高齢者医療制度の再構築を図り、臭行、検証、見直  

し（PDCA）のプロセスを重ねていくことが、制度全体の持続可能性を高めていくうえで重要  

である   

以下、健保組合、健保連（以下、「健保連」という）の意見を表明する。  

l  

の   

Ⅰ．健保連が考える高齢者医療制度   

（1）基本設計   

高齢者医療制度は、65歳以上め高齢者を対象とする前期・後期の区別のないひとつの  

制度とすべきである。高齢者の生活実態、年金制度や介護保険制度等との整合性から、  

「65歳」には一定甲合理性があり、国民の理解も得やすい。また、かつての老人保健制度  

に対する反省を踏まえると、費用負担や運営責任を明確化するために、「別建て」の制度と  

することが望ましい。別建てにしたとしても、全体的にみれぼ、高齢者の医療費を若年者が  

支える、世代間のつながりを維持した制度体系と言える。   

65歳に到達しても働き続ける高齢者（家族を含む）lキついては、現在の後期高齢者医  

療制度のように年齢によって厳格に区分するのではなく、若年者の各制度に継続加入す  

ることは検討する余地がある。  

（2）費用負担  

①公費   

高齢化に伴い、今後も増大していく高齢者の医療費を、保険料だけでまかなっていくこ  

とはできない。介護保険（給付費に公費負担5割）や年金（基礎年金に国庫負担5割）と同   



L∴上  

様に、高齢者医療御慶においても、給付費の5割を目途に傘費を投入すべきである。  

②保険料   

高齢者と若年者の保険料の負担は、世代間の公平性に配慮し、納符の得られるもので  

なければならない。このため、公費以外の部分特高齢者と若年者の人数比で按分し、それ  

ぞれが保険料を負担する。国保と被用者保険の負担も人数で分け、公費投入を前提に、  

被用者保険の保険料は、負担能力（総報酬額）に見合ったしくみ（上限を設定）とすべきで  

ある。   

なお、ここで言う「負担能力に見合ったしくみ」は、あくまでも、65歳以上の高齢者の給  

付費に対すろ5割召途の公費投入が前提である。12月に政府から提案された被用者保険  

内の後期高齢者支援金の総報酬割案は、協葺けんぽの後期高齢者支援金に対する国庫  

補助の廃止による財源を健保組合等に肩代わりさせようとするものであり、－断固反対である。  

協会けんぽへの国庫補助の拡充は、国の責任で行うべきである。  

（3）保険者   

都道府県単位を念頭に、行政から準立した公法人が保険者を担うことにより、医療費適  

正化など保険者楼能を発挿セきるしくみとすべきである。また、費用負担者が運常に参画  

することにより、保険者機能強化や効率化努力を支え、チェックする疲剖を担うべきである。  

なお、市町村国保の広域化等を通じて財政の安定化を図る方向に異論はない。  

（4）その他  

・若年者の制度体系につヤ、ては、被用者保険は職域を基盤とする健保組合、協会けん  

ぽ、共済組合の各軍度が、地域保険は国保が担い、それぞれの特性に応じた保険者機能  
を発揮し、競い合う、多元的な制度体系が最善である。また、被用者虎険において軋保  
険者機能を重視する観点からも、職域の基盤を最大限に活用できる健保組合方式をより  

いっそう推進すべきである。   

本改革会議の初会合で厚生労働省から、第一段階として「国保と高齢者医療制度（広  

域連合）の一元的運用」をめざし、次の段階で「被用者保険と国保の一元的運用」を考える  
との説明があった。後者にづいては、以下のような問題がある。  

●所得把握や保険料収納率の違い等から、公平で統一的な保険料賦課方法を確立する   

ことは極めて困難であり、収納率低下のおそれもある。  

●地域住民が加入する制度に事業主負担を求めることが由難である。．  

●健保組合が自主、自己責任のもとで行ってきた保険者機能の強化、拡大の方向に反す  

る。  

●とりわけ健保組合が事業主との協力のもとで行ってきた一体的、効果的な保障事業等  

が実施できなくなる。   

Ⅰ  
∽  
－」  
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Ⅱ．当面の対応   

（1）健保組合の財政状況   

平成21年度予算において、健保組合ほ、赤字組合が9割を超え、全体で6150億円の  

赤字を計上した。経済情勢の影響から保険料収入が落ち込む（▲1500億円規模）など、  

21年度は当初の予測よりもさらに悪化する見通しである。   

財政悪化の最大の要因は高齢者医療制度による支援金、納付金等の負担である。制  

度が導入された20年度は健保組合全体で4250億円もの負担増となり、21年度もこれと  

同水準の過重な負担が続いている。21年度予算では、保険料収入に対する支援傘、納  

付金等の割合が45．2％（50％以上の組合が3分の1）に達しており、保険料を負担する  

被保険者や事業主の理解を得にくい状態となっている。この支援金、納付金の過重な負  

担は、健保組合のみならず、被用者保険全体の問題となってきている。  

（2）新制度施行まで？課題等   

後期高齢者の屈にはすでに給付費の約5剖た公費が投入されているが、前期高齢者の  

層には公費投入がなされていない。そのために健保組合等の負担が過重になっている。  

医療保険制度全体の麦定化のた捌こも、前期高齢者の層に5割考目途とする公費投入を  

めざすべきである。   

また、新制度に移行するまでの問、支援金、納付金の負担等により財政事情の厳しい健  

保組合への財政支援の継続、強化が不可欠である。こうした支援強化が健保組合の解散  

抑止となり、受け皿である協会けんぽに対する由庫補助の抑制にも寄与する。  

l  

の  
OD  
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Ⅲ．社会保障のための安定財源の確保  

増大する高齢者の医療費をまかなラには、消費税率の引き上げ（1％＝2・5兆円相当）  

や社会保障目的税化を含む抜本的な税制改革が早晩避けられないと考える。平成25年  

度と想定される新制度の施行に向けて、安定的な財漁確保の道筋を措いておく必要があ 

るのではないか。   

当面の差し迫った課題としては、たばこ税等の引き上げなどにより財源確保を図るべき  

である。   
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資料（む 健保連が考える高齢者医療制度と医療保険制度の全体像 

ー制度の特濁仁一ーー  

■後期高齢者医療制度（長寿医療制度）  

075歳以上の人と65歳から74歳の一定の障害   

のある人を被保険者とする独立した医療制度。  

○後期高齢者の医療費全体から、患者が窓口で支   
払うー却負担金を差し引いた額（給付費）を、   

概ね公費5、各保険者が拠出する後期高齢者支   
援金4、後期高齢者の保険料1の割合で賄う。  

■前期高齢者の加入割合の違いによる   

負担㊥不均衡を是正するしくみ  

065歳から74歳までの前期高齢者の医療給付費   

を各保険者が共同で負担するし＜み。  

0各保険者の前期高齢者の医療費をベースに、ど   
の保険者も前期高齢者が同じ割合で加入してい   

ると仮定して調整が行われる。   

※：扱拠二法＝いずれもー高齢者の医療の確保に関する法律」  

65 

〔厚生労働省ー高齢者医療制度に関する検討会」資科より  

21年度予算ベース〕  

一制度の特徴一  

丁65歳以上の高齢者を対象とする▲   
ひとつの制度9   

→ 現行の後期高齢者医療制度を前期一  

高齢者の層に拡大するイメ→ジ  

○高齢者の医療費を公費、高齢者と若年者の負   

担（保険料）で支えるし＜み。  

○患者一部負担をのぞ＜医療給付費について、   

公費負担5害瞳目途。それ以外の部分を、高   
齢者と若年者の人数比で按分し、それぞれ保   

険料を負担。  

○若年者の負担は、被用書保険と国保の人数で   

按分じ、公費投入を前提に、被用者保険では   
負担能力（報酬）に見合ったものとする（上   

限を設ける）。  

○運営責任主体となる保険者は、都道府県学位   

で行政力＼ら独立した公法人。費用負担者が運   
営に参画するし＜み。  

「65歳」は、高齢者の生活実態、‾年金や介護保険との整合性などから理解を得やすい。  
65歳に達しても働き続ける高齢者（家族を含む）が現役世代の制度に鱒続加入する途は検討の余地あり。   
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2009年 樋口恵子  

後期高齢者医療制度の7つの大罪  

1．説明責任不履行の罪  

いくら郵政選挙大勝利の中と時いえ、強行採決の1？とはいえ、国民への説   

明不足だった。同じくおかしな制度だが、裁判員制度が多くの予算をかけてP   

Rをしているのと比べても差があり過ぎる。  

2．当事者不在の罪  

直接関係するのは75歳以上。すべて有権者であ．るはずなのに、75歳以上   

の人の意見はほとんど聞かれていない。特別委に75歳以上は1人だけ、しか   

も医師の立場である。政策決定者は「患者・利用者は〔対象であって当事者で   

はない〕」と思っているようだ。  

3∴名称の罪  

後期革齢者はもともと学問上の概念定義。それを安易に制度の名称にすると   

は。新車でも化粧品でも、新製品を売り出すとき、どんなに顧客の意向を重ん  

じ、くふうを凝らすことか。  

l  

、」  
N  

l  

4．線引きの罪  

75歳以上の人間から、職業上、家族関係上のあらゆる属性を奪い取り、   

「75歳以上」という一重に厄介払いした。  

家族関係上、サラリーマンの扶養家族として医療保険に入っていた人はざっ   

と200万人。夫婦別れ、親子別れで別制度に追い出される。高齢者も年金を   

もらっている以上丁定の保険料の支払いは求めてもいいが、別の方法を考えら   

れなかったのか。  

5．就労意欲削減の罪  

4から派生することだが、全国で約40万人の75歳以上の企業に働く就労   

者がいる。この人たちも医療保険から追い出され、企業はその負担分が軽減さ   

れる勘定だ。また現役並み所得60P万円以上は全員保険料50万！   

すれすれ600万円の人にはつらい。それなら働かないほうがいいと勤労意欲   

が減退する。   



鳳＿J「＿＿▼＿  

6．天引きの罪  

この御慶の特徴は線引きと天引きにある。天引きはとくに低所得につらい。   
低所得層への負担増は当初の大問題であった。  

この天引きの罪には「天引き増税」という不思議なおまけがついている。   
振替納付の時は控除がきくが、天引きではそれがないというので問題になった。  

．どちらを選択するか、という質問書がたしかに届いたが、そのメリット・デメ   

リットは何1つ説明されていなかった。これ鱒一種の消費者法違反ではあるま  

いか。  

7．運営責任不明確の罪  

これまでの老人俸険制度では、責任の所在が不明確だから、都道府県単位で   

広域連合をつくったという。どこが明確になったのかさっぱりわからん。ほん   

とうにこれですむのか。高齢者の負担はいったいどこまで増えるのか。先行き   

の視界不良の中で高齢者は立ちすくんでいる；  

付録 7つ＋3つ  

7つではどうしても間に今わない。 

のか、すでによく機能している蓼含もあり得るが、イギリスなどのようたGP   

が育っていない分、結局専門診療科へのアクセスを悪く 

だろうか。  

もう一つは、悪評サクサクでしばらく打ち止めになっている．ようだが、例の   

ターミナル時の質問票である。私はタ”ミナルにおける医療費の「使いすぎJ   

には反対で、無用の延命治療は個人的にも願い下げである。ターミナルのあり   

方については、ようやく高齢社会が成熟し、 

てきていた。それを一挙にストップさせ、高齢者の感情を逆なでした。本来感   

情的になるのは、どちらにとってもよいことではない。しかし、■高齢者に対す  

る同情も共感も自分が老いるとV＿、う想像力も欠いた政策が当事者を感情卿こし  

てしまった。ターミナルに関する国民の合意形成を振り乱しに戻してしまった  

罪は大きい。  

付録の3つ目は障がい者差別の罪である。後期高齢者医療制度は75歳以上  

で線引きしているけれど、実は65歳～74歳の重度障がい者が加えられてい  

る。全盲であみ物で立派に生計を立てている女性も加えられた。これは何の意  

味があるのだろうか。   
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Gブ朗卸ね鼻ど   

日
以
降
は
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
へ
移
っ
た
 
 
 

も
の
の
再
手
術
を
受
け
、
さ
ら
に
5
0
万
円
か
 
 
 

か
っ
た
（
同
）
。
 
 
 

こ
ん
な
ケ
ー
ス
は
ど
う
な
る
か
。
 
 
 

両
制
度
で
使
っ
た
医
療
費
を
合
計
し
て
高
 
 

額
医
療
費
の
上
限
を
適
用
す
る
仕
阻
み
に
は
 
 
 

な
っ
て
い
な
い
。
患
者
は
両
制
度
に
各
4
万
 
 
 

4
A
二
U
O
円
を
払
う
。
通
常
の
倍
額
に
な
る
 
 
 

の
だ
か
ら
、
確
か
に
患
者
・
家
族
に
は
ど
う
 
 
 

に
も
説
明
し
に
く
い
。
と
り
わ
l
ナ
低
所
得
者
 
 

に
と
っ
て
は
切
実
な
二
重
取
り
で
あ
る
（
表
 
 

参
照
）
沌
 
 
 

ち
な
み
に
既
存
打
保
陰
樹
虔
間
で
も
被
保
 
 

険
者
の
移
動
期
に
ぷ
つ
か
る
と
同
じ
矛
盾
が
 
 

生
じ
て
い
る
。
診
療
報
酬
請
求
の
電
子
化
を
 
 

進
め
な
が
ら
是
正
を
因
る
べ
き
課
題
だ
。
 
 

高
齢
者
担
当
医
の
資
格
と
は
？
 
 

原
則
7
5
歳
以
上
を
対
象
と
す
る
独
立
制
度
 
 

五
な
っ
て
、
診
療
報
酬
も
独
自
の
体
系
・
内
 
 

容
を
自
由
に
盛
り
込
め
る
。
代
表
例
の
1
つ
 
 

が
「
後
期
高
齢
者
診
療
科
」
（
月
額
6
0
0
0
 
 

円
）
で
あ
る
。
 
 
 

高
血
圧
、
糖
尿
病
、
高
脂
血
症
 

．
な
ど
の
慢
性
病
患
者
を
対
象
に
患
者
の
同
意
 
 

を
得
て
算
定
で
き
る
。
 
 
 

開
業
医
が
患
者
に
「
あ
な
た
は
イ
ン
ス
リ
 
 

ン
投
与
で
費
用
が
か
か
る
か
ら
、
こ
ん
な
制
 
 

度
を
使
っ
て
は
だ
め
で
す
よ
」
と
諭
す
。
そ
 
 

ん
な
場
面
が
某
民
放
テ
レ
ビ
で
放
映
ざ
れ
て
 
 

い
た
。
 
 

包
括
払
い
の
対
象
は
医
学
管
理
、
検
査
、
 
 

画
像
診
断
、
処
置
で
、
薬
や
注
射
は
含
ま
れ
 
 

な
い
。
医
師
側
は
先
刻
ど
承
知
の
は
ず
だ
が
、
 
 

こ
ん
な
発
言
に
患
者
・
家
族
た
ち
は
惑
わ
さ
 
 

れ
る
。
 
 
 

当
然
な
が
ら
病
状
の
急
性
増
悪
期
に
実
施
 
 

し
た
検
査
、
画
像
診
断
お
よ
び
処
置
の
う
ち
 
 

5
5
0
0
円
以
上
か
か
っ
た
医
療
行
為
は
別
 
 

に
請
求
で
き
る
。
そ
れ
に
し
て
も
病
状
は
い
 
 

つ
悪
化
す
る
か
、
分
か
ら
な
い
。
月
の
途
中
 
 

毒70歳以上の自己負担限度額（高額医療糞支給制度）  

≒ ー こ そ  
≡．  糟車重車重∴≡    擾垂  ニ【   捌 

；4万4400円  8万100円十（ 26万7000円  

【多数月該当は4万  

1万2000円  4万4400円  

2万4600円  
8000円  

1万5000円  

ー
」
の
－
 
 
 

で
も
、
こ
の
診
療
科
自
体
を
中
止
し
て
出
来
 
 

高
払
い
に
切
り
換
え
ら
れ
る
 

正
解
は
「
翌
月
」
ま
で
待
っ
て
出
来
高
に
切
 
 

ケ
換
え
る
。
 
 
 

こ
の
程
度
は
常
識
的
に
判
断
で
き
る
の
だ
 

が
、
も
と
も
と
研
修
を
受
け
ナ
た
「
高
齢
者
担
 
 

当
医
」
を
条
件
に
設
け
る
包
括
払
い
の
は
ず
 
 

だ
っ
た
。
 
 
 

長
年
に
わ
た
り
在
宅
医
療
・
地
域
医
療
に
 
 

取
り
組
む
医
師
に
と
っ
て
は
、
い
ま
さ
ら
研
 
 

修
で
も
な
い
だ
ろ
う
。
し
か
し
、
大
半
の
開
 
 

業
医
は
診
療
所
で
患
者
を
待
つ
だ
け
の
現
状
 
 

で
は
な
い
か
。
 
 
 

日
本
医
師
会
の
反
発
で
「
認
知
症
サ
ポ
ー
 
 

ト
医
養
成
研
修
」
等
の
受
講
が
条
件
に
な
っ
 
 

た
が
、
受
講
の
確
認
方
法
も
あ
い
ま
い
な
ま
 
 

ま
見
切
り
発
車
さ
れ
た
。
 
 
 

厚
生
労
働
省
が
こ
の
種
の
研
修
ま
で
一
層
 
 

に
押
し
っ
け
る
必
要
性
は
な
い
の
か
も
知
れ
 
 

な
い
。
そ
の
代
わ
り
、
日
本
医
師
会
が
自
主
 
 

的
に
「
か
か
り
つ
け
医
」
に
ふ
さ
わ
し
い
知
見
 
 

や
技
術
の
取
得
機
会
を
設
け
、
患
者
・
家
族
 
 

向
け
に
公
表
・
推
薦
し
て
ほ
し
い
。
 
 

≡
書
式
細
（
み
や
た
け
・
ご
う
）
 
 

早
稲
田
大
学
政
経
学
部
卒
．
毎
日
新
顔
謹
†
革
罰
副
委
員
長
、
埼
玉
県
 
 

立
大
学
数
謹
有
経
て
、
現
在
、
目
白
大
学
数
綬
。
 
 

近
事
に
「
介
護
保
険
の
再
出
発
 
医
療
を
変
え
る
・
福
祉
も
変
わ
る
三
保
 
健
同
人
社
）
．
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世
論
も
与
野
党
も
あ
げ
て
後
期
高
齢
者
医
 
 

療
制
度
の
改
修
や
白
紙
摺
回
を
求
め
つ
つ
あ
 
 

る
。
何
を
、
－
ど
う
修
正
す
る
か
。
廃
止
な
ら
 
 

い
っ
た
い
ど
ん
な
対
案
が
あ
る
の
か
。
 
 

激
し
い
反
発
の
主
因
は
何
か
 
 

当
事
者
の
7
5
歳
以
上
を
中
心
に
、
こ
れ
は
 
 

ど
に
強
い
批
判
が
渦
巻
く
の
は
な
ぜ
か
。
 
 
 

新
し
い
制
度
へ
強
制
的
に
引
っ
越
し
さ
せ
 
 

ら
れ
た
戸
惑
い
、
周
知
不
足
の
う
え
大
量
の
 
 

保
険
証
が
届
か
な
い
事
務
的
ミ
ス
も
多
発
し
 
 

た
。
年
金
か
ら
の
保
険
料
天
引
き
に
対
す
る
 
 

抵
抗
、
そ
の
保
険
料
は
従
来
に
比
べ
高
い
の
 
 

か
、
低
い
の
か
も
分
か
り
づ
ら
い
苛
立
ち
、
 
 

保
険
料
算
定
の
ミ
ス
ま
で
加
わ
っ
て
事
態
は
 
 

悪
化
し
た
。
 
 
 

し
か
し
、
根
本
的
に
は
7
5
歳
以
上
が
一
律
 
 

に
別
扱
い
さ
れ
る
こ
と
へ
の
反
発
で
は
な
い
 
 

か
。
 
 
 

社
会
保
険
は
年
齢
、
性
別
、
所
得
レ
ベ
ル
、
 
 

有
病
率
な
ど
の
差
を
超
え
、
で
き
る
だ
け
多
 
 

く
の
人
々
が
集
ま
り
、
支
払
い
能
力
に
応
じ
 
 

て
負
担
し
、
ニ
ー
ズ
に
応
じ
て
給
付
さ
れ
る
 

シ
ス
テ
ム
で
あ
る
。
こ
の
理
念
と
機
能
か
ら
 
 

ー
〕
丁
 
 
 

考
え
、
7
5
歳
以
上
の
み
で
作
る
新
制
度
は
異
 
 

例
の
設
計
で
あ
っ
た
。
 
 
 

こ
の
素
案
が
発
表
さ
れ
た
際
、
筆
者
は
 
 

「
7
5
歳
以
上
を
巨
大
な
病
院
船
に
収
層
す
る
 
 

よ
う
な
制
度
で
は
な
い
か
」
と
、
批
評
し
た
 
 

の
を
思
い
出
す
。
も
ち
ろ
ん
前
例
の
な
い
御
 
 

慶
設
計
を
迫
る
時
代
と
環
境
に
あ
る
こ
と
も
 
 

事
実
だ
。
 
 
 

7
5
歳
以
上
人
口
は
2
0
0
5
年
の
総
人
口
 
 

比
9
・
1
％
か
ら
3
5
年
に
は
2
0
・
2
％
へ
急
 
 

増
し
、
そ
の
医
■
療
真
の
調
達
方
法
は
「
国
民
 
 

皆
保
険
」
を
維
持
す
る
た
め
の
最
難
問
に
違
 
 

い
な
い
。
 
 
 

7
5
歳
以
上
・
未
満
の
統
合
化
 
 
 

政
府
・
厚
労
省
の
「
超
高
齢
社
会
を
展
望
 
 

し
た
新
た
な
制
度
体
系
」
の
狙
い
は
、
①
新
制
 
 

度
に
よ
っ
て
高
齢
世
代
と
、
現
役
世
代
の
負
 
 

担
を
明
確
化
・
公
平
化
す
る
、
②
各
保
険
制
 
 

度
と
も
都
道
府
県
単
位
を
軸
に
再
編
・
統
合
 
 

を
進
め
保
険
財
政
の
安
定
化
を
腐
る
こ
と
。
 
 
 

確
か
に
7
5
歳
以
上
の
保
険
料
は
1
割
、
各
 
 

制
度
か
ら
の
支
援
金
4
割
、
公
男
5
割
Ⅵ
負
 
 

串
割
合
が
確
定
さ
れ
、
県
単
位
で
全
市
町
村
 
 

参
加
の
広
域
適
合
に
よ
っ
て
運
営
さ
れ
る
。
 
 

同
時
に
7
5
歳
未
満
対
象
に
変
わ
っ
た
市
町
村
 
 

国
保
に
は
「
保
険
財
政
共
同
化
安
定
事
業
」
が
 
 

2008．占七億康保険沌2  
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導
入
き
れ
、
レ
セ
プ
ト
一
件
月
額
3
0
万
円
超
 
 

は
県
単
位
で
ま
か
な
わ
れ
る
。
つ
ま
り
県
内
 
 

医
療
費
の
約
4
0
％
が
カ
バ
ー
さ
れ
、
事
実
上
 
 

の
広
域
連
合
化
へ
の
第
一
歩
と
も
言
え
る
。
 
 
 

こ
の
流
れ
に
沿
っ
て
先
行
き
の
あ
る
べ
き
 
 

制
度
設
計
を
考
え
T
は
ど
う
か
。
 
 
 

7
5
歳
未
満
も
県
単
位
の
広
域
連
合
に
運
営
 
 

を
移
管
し
、
7
5
歳
以
上
と
の
ド
ッ
キ
ン
グ
を
 
 

図
れ
な
い
か
。
そ
の
際
、
市
町
村
ど
と
に
異
 
 

な
る
7
5
歳
未
満
の
保
険
料
体
系
も
県
単
位
に
 
 

統
一
で
き
な
い
か
。
7
5
歳
以
上
に
対
す
る
負
 
 

担
割
合
は
財
政
調
整
策
と
し
て
残
す
か
、
新
 
 

た
に
全
年
齢
対
象
の
公
費
補
助
や
支
援
金
を
 
 

設
け
る
の
か
。
 
 
 

難
し
い
作
業
だ
が
、
責
任
あ
る
保
険
者
を
 
 

確
保
し
、
給
付
と
負
担
の
連
動
を
強
め
な
が
 
 

ら
7
5
歳
以
上
を
別
救
い
し
な
い
地
域
保
険
の
 
 

近
未
来
像
が
浮
か
ぶ
。
 
 
 

高
知
県
に
よ
る
広
域
化
の
提
案
 
 

高
齢
化
や
人
口
減
少
を
背
景
に
市
町
村
国
 
 

保
の
運
営
は
ま
す
ま
す
厳
し
く
な
っ
て
い
る
。
 
 

最
近
、
高
知
県
は
「
国
保
事
業
の
事
務
の
広
 
 

域
化
」
を
提
案
し
た
。
 
 
 

現
状
で
は
①
高
齢
者
、
低
所
得
者
が
多
く
 
 

保
険
財
政
は
脆
弱
で
、
財
政
規
模
も
小
さ
く
 
 

運
営
は
不
安
定
、
②
個
別
の
市
町
村
で
は
煩
 
 

雑
な
事
務
や
シ
ス
テ
ム
改
修
・
維
持
に
対
応
 
 

が
難
し
い
（
要
旨
）
。
 
 
 

こ
の
た
め
県
内
3
4
市
町
村
で
構
成
す
る
広
 
 

域
連
合
を
組
織
し
、
資
格
・
給
付
・
保
険
料
 
 

賦
課
な
ど
を
一
元
的
に
共
同
化
す
る
。
た
だ
 
 

し
各
市
町
村
の
担
当
職
員
は
広
域
連
合
職
員
 
 

と
併
任
さ
せ
る
。
 
 
 

こ
れ
に
よ
り
運
営
基
盤
の
強
化
・
安
定
や
 
 

人
件
費
・
シ
ス
テ
ム
費
等
の
コ
ス
ト
を
削
減
で
 
 

き
る
。
言
ら
に
最
難
問
で
あ
る
市
町
村
ご
と
 
 

に
異
な
る
保
険
料
に
つ
い
て
も
複
数
案
を
検
 
 

討
し
て
い
る
。
 
 
 

①
「
直
接
賦
課
方
式
」
で
全
市
町
村
の
保
 
 

険
料
を
統
一
す
る
と
、
負
担
の
平
準
化
や
財
 
 

政
基
盤
の
安
定
化
を
図
れ
る
が
、
広
域
連
合
 
 

に
は
課
税
権
は
な
く
国
保
税
を
国
保
料
に
切
 
 

り
換
え
た
り
、
負
担
増
の
市
町
村
が
出
た
り
 
 

す
る
。
 
 

◎
「
分
賦
金
方
式
」
で
市
町
村
が
独
自
に
国
 
 

保
料
・
税
を
定
め
る
と
、
広
域
連
合
へ
の
分
賦
 
 

金
の
支
払
い
が
義
務
付
け
ら
れ
納
付
率
は
1
 
 

〇
一
〇
％
に
な
つ
、
各
市
町
村
の
単
独
事
業
や
 
 

減
免
も
維
持
で
き
る
。
し
か
し
、
財
政
基
盤
 
 

の
安
定
化
に
應
繋
が
ヶ
に
く
い
（
図
参
照
）
。
 
 
 

な
お
、
模
索
の
段
階
な
が
ら
県
単
鹿
で
広
 
 

域
連
合
を
目
指
す
意
義
は
大
き
い
。
こ
の
程
 
 

秦
を
後
期
高
齢
者
医
療
制
度
も
含
め
好
夫
来
 
 

ー
」
0
0
1
 
 
 

早
稲
田
大
学
政
経
学
部
卒
．
毎
日
新
聞
社
・
論
説
副
垂
員
長
、
埼
玉
県
 
 

立
大
学
教
授
を
経
て
、
現
壷
、
目
白
大
学
蔓
。
 
 

近
著
に
r
介
護
保
険
の
再
出
発
 
医
療
を
寧
見
る
・
福
祉
も
変
わ
る
三
保
 
 

健
同
人
牡
）
。
 
 

の
地
域
保
険
像
を
描
く
契
機
に
し
た
い
て
高
 
 

齢
者
の
怒
り
を
怖
れ
、
わ
ず
か
な
保
険
料
軽
 
 

減
や
徴
収
猶
予
の
延
長
な
ど
小
手
先
の
対
応
 
 

で
は
先
行
き
を
切
り
開
け
な
い
。
大
事
な
の
 
 

は
、
 

険
」
を
い
か
に
再
生
・
持
続
さ
せ
る
か
、
に
焦
 
 

点
を
絞
る
こ
と
だ
。
 
 

慧
宮
武
紺
（
み
や
た
け
・
ご
う
）
 
 

国 保険料の賦課方法（イメージ図）  

l高知某国保広域化勉強会」資料よリ  
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自
体
の
見
直
し
作
業
は
ど
う
進
む
の
か
。
 
 

対
象
者
の
大
半
が
猛
反
発
し
た
後
期
高
齢
 
 

者
医
療
制
度
が
発
足
し
て
1
年
、
矢
継
ぎ
早
 
 

の
手
直
し
で
世
論
は
変
化
し
た
の
か
。
制
度
 
 

昨
春
の
嵐
は
収
奮
っ
た
の
か
 
 

日
本
医
療
政
策
機
構
の
世
論
調
査
で
は
 
 

「
細
か
な
点
を
修
正
し
、
現
行
制
度
の
骨
格
を
 
 

維
持
」
（
4
0
・
3
％
）
七
「
現
行
制
度
の
維
持
」
 
 

（
8
・
5
％
）
で
、
賛
成
派
が
ほ
ぼ
半
数
を
占
め
 
 

た
（
有
効
回
答
1
0
1
6
人
）
。
 
 
 

日
経
新
聞
め
意
識
調
査
で
は
、
．
「
廃
止
」
 
 

（
3
2
％
）
、
「
分
か
ら
な
い
」
（
苧
4
％
）
、
「
現
行
 
 

や
後
瀾
膚
単
層
医
療
剖
贋
◎
 
 

なる  制
度
の
存
続
」
（
2
0
％
）
、
「
見
直
し
て
存
続
」
 
 

（
ワ
3
セ
の
順
だ
っ
た
（
有
効
回
答
、
1
．
4
 
 

〇
 厚
労
省
幹
部
は
「
一
定
の
理
解
を
得
ら
れ
 
 

つ
つ
あ
る
」
と
、
一
息
つ
く
の
だ
が
こ
休
火
 
 

山
〟
に
過
ぎ
な
い
、
と
の
見
方
も
あ
る
。
 
 
 

1
人
当
た
り
年
額
の
保
険
料
は
全
国
平
均
 
 

－
・
2
万
円
か
ら
特
別
対
策
で
約
古
・
5
万
円
 
 

に
値
引
き
さ
れ
、
国
民
年
金
7
9
万
円
の
単
身
 
 

者
は
同
6
2
0
0
円
、
、
厚
生
年
金
2
0
1
万
 
 

円
の
平
均
的
な
受
給
者
で
も
同
5
万
1
 

0
円
。
」
マ
ス
カ
ウ
ツ
ト
が
反
発
を
和
ら
げ
た
 
 

の
か
。
た
だ
し
、
軽
減
策
は
基
本
的
に
期
限
 
 

限
定
の
は
ず
で
、
先
行
き
は
ど
う
す
る
の
か
。
 
 
 

っ 三∠ゝ  

し
〓
T
 
 
 

日
本
医
療
機
構
の
世
論
調
査
で
、
反
対
派
 
 

は
「
廃
止
」
（
祁
・
5
％
）
と
「
新
制
度
を
つ
く
 
 

蓬
（
攣
9
％
）
に
分
か
れ
た
が
、
新
制
度
の
 
 

中
点
は
不
明
で
あ
る
。
日
経
調
査
で
は
「
分
 
 

か
ら
な
い
」
が
2
位
。
具
体
的
な
代
案
が
な
い
 
 

現
状
に
世
論
は
戸
惑
っ
て
い
る
。
 
 
 

時
計
の
針
が
十
数
年
戻
る
 
 

見
直
し
作
業
は
二
本
立
て
で
進
む
。
舛
添
 
 

要
一
・
厚
労
相
が
指
示
し
た
有
識
者
で
構
成
 
 

の
「
高
齢
者
医
療
制
度
に
関
す
る
検
討
会
」
 
 

と
、
自
民
党
の
社
会
保
障
制
度
調
査
会
医
療
 
 

委
員
会
で
あ
る
。
 
 
 

筆
者
も
一
員
の
有
識
者
会
議
は
 

日
、
「
議
論
の
整
理
」
を
ま
と
め
た
。
 
 
 

代
表
的
な
主
張
は
、
①
7
5
歳
で
区
切
る
現
 
 

行
の
独
立
型
を
改
善
し
な
が
ら
維
持
、
◎
年
 
 

儲
区
分
を
や
め
て
各
制
度
の
年
齢
構
成
の
相
 
 

違
に
よ
る
負
担
の
不
均
衡
を
全
年
齢
で
財
政
 
 

調
整
、
③
国
民
健
康
保
険
を
都
道
府
県
単
位
 
 

に
集
約
し
、
7
5
歳
以
上
の
後
期
高
齢
者
医
療
 
 

制
度
を
包
含
す
る
設
計
に
切
り
換
え
る
（
い
 
 

わ
ゆ
る
「
県
民
国
保
」
構
想
）
。
．
そ
の
際
、
㊥
6
5
 
 

歳
で
区
切
り
、
後
期
高
齢
者
制
度
と
同
様
の
 
 

2∞9．づ窃健康保険Id4  
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財
政
調
整
を
行
な
う
、
あ
る
い
は
⑤
6
5
歳
以
 
 

上
に
対
す
る
支
援
額
は
、
国
保
と
被
用
者
保
 
 

険
と
の
間
で
加
入
者
数
に
よ
っ
て
埼
等
に
分
 
 

け
、
各
被
用
者
保
険
制
度
側
で
は
保
険
者
の
 
 

財
政
力
に
従
う
応
能
負
担
で
ま
か
な
う
。
 
 
 

1
0
数
年
前
の
論
議
に
似
て
意
見
は
複
雑
に
 
 

分
か
れ
、
各
案
と
も
に
長
所
と
短
所
を
抱
え
、
 
 

関
係
団
体
の
利
害
も
錯
綜
す
る
。
 
 

地
域
保
険
の
再
構
築
を
最
大
の
課
題
に
 
 

当
然
な
が
ら
「
皆
保
険
体
制
」
を
守
り
、
育
 
 

て
る
こ
と
に
異
論
は
な
か
っ
た
。
そ
の
体
制
 
 

は
、
市
町
村
国
保
と
い
う
大
地
状
に
広
が
る
 
 

基
盤
な
し
に
は
成
立
し
え
な
い
。
被
用
者
保
 
 

険
は
大
地
に
林
立
す
る
ビ
ル
の
よ
う
な
存
在
 
 

で
、
急
速
な
高
齢
化
が
、
こ
の
ビ
ル
群
か
ら
大
 
 

屋
の
定
年
退
職
者
を
送
り
出
し
、
 

刻
な
不
況
が
失
業
者
ら
を
追
い
出
す
（
図
参
 
 

照
）
。
 
 
 

収
入
は
乏
し
く
、
支
出
は
か
富
み
、
小
集
 
 

団
の
多
い
市
町
村
国
保
を
い
か
に
補
強
す
る
 
 

か
。
そ
の
一
案
と
し
て
筆
者
ら
は
都
道
府
県
 
 

単
位
へ
の
再
編
成
を
淀
案
し
た
。
保
険
者
が
 
 

県
単
位
に
な
れ
ば
、
県
単
位
に
軌
設
さ
れ
た
 
 

後
期
高
齢
者
制
度
と
7
5
歳
以
上
を
別
扱
い
し
 
 

な
い
で
済
む
。
も
ち
．
ろ
ん
有
識
者
の
検
討
会
 
 

で
も
、
住
民
に
身
逝
な
市
町
村
が
医
療
に
責
 
 

任
を
持
つ
べ
き
で
あ
る
、
と
の
主
張
も
棍
強
 
 

・
く
あ
っ
た
。
 
 
 

し
か
し
、
十
数
年
前
と
違
う
の
は
、
高
知
 
 

県
や
京
都
府
か
ら
国
保
の
県
単
位
化
を
模
索
 
 

す
る
提
案
が
出
始
め
た
こ
と
だ
。
全
国
市
長
 
 

会
、
町
村
長
会
も
目
標
は
全
制
度
の
一
元
化
 
 

な
が
ら
、
そ
の
1
歩
と
し
て
国
際
の
県
単
位
 
 

化
を
目
指
す
。
今
後
も
急
速
な
少
子
高
齢
化
 
 

が
、
こ
の
動
き
を
加
速
す
る
に
違
い
な
い
。
 
 
 

図「国民皆保険jの概念図  

⊥
岩
－
 
 
 

早
萄
田
大
学
政
経
芋
虫
卒
∵
毎
日
新
田
社
・
論
説
副
桑
島
長
、
埼
玉
 
 

罠
立
大
学
数
援
を
経
て
、
混
在
、
目
白
大
学
数
綬
．
 
 

近
著
に
r
介
護
保
険
の
再
出
発
 
医
療
を
変
え
る
・
福
祉
も
変
わ
る
」
 
 

（
保
健
同
人
社
）
．
 
 

自
民
党
の
医
療
委
員
会
は
、
．
4
月
上
旬
に
 
 

も
方
舟
性
を
示
し
、
選
挙
向
け
マ
ニ
フ
ェ
ズ
ト
 
 

に
盛
り
込
む
よ
う
だ
。
具
体
的
な
見
直
し
案
 
 

は
9
月
を
目
途
に
ま
と
め
る
、
と
い
う
。
総
 
 

選
挙
後
の
政
権
が
ど
う
変
わ
っ
て
も
、
地
域
 
 

保
険
の
あ
り
方
が
問
わ
れ
る
こ
と
に
変
わ
り
 
 

は
な
い
。
 
 
 

百
官
武
 
剛
（
み
や
た
け
・
2
う
）
 
 

08年虔、高齢者医療制度の発足  

「ニ再転蓉垂垂直コ転軽重章毎垂蚕垂；  

′   各県での保険財棚 ／  
安定化事業によリ  
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0
7
年
度
の
「
国
民
健
康
保
険
実
態
調
査
報
 
 

告
」
が
ま
と
め
ら
れ
た
（
全
市
町
村
対
象
の
保
 
 

険
者
調
査
と
約
1
6
万
世
帯
に
対
す
る
世
帯
調
 
 

査
）
。
そ
の
統
計
数
値
が
「
国
民
皆
保
険
」
体
 
 

制
の
危
機
状
況
を
教
え
て
く
れ
る
。
 
 
 

実
態
は
″
年
金
健
保
″
に
変
身
 
 

国
保
の
加
入
者
は
5
1
0
9
・
7
万
人
（
う
 
 
 

ち
同
業
者
で
組
織
す
る
国
保
組
合
3
8
6
・
 
 

7
万
人
、
0
7
年
9
月
末
）
。
国
民
の
4
．
割
を
カ
 
 
 

バ
ー
し
て
い
る
。
 
 
 

市
町
村
国
保
は
6
5
歳
以
上
が
加
入
者
総
数
 
 

◎・町   
’■．‾村   
の  

・∴国   ‥ 
儀   

⑳  

の
4
5
・
0
％
に
達
し
た
（
国
保
組
合
は
同
1
4
・
 
 

6
％
）
。
高
齢
者
の
急
増
は
、
世
帯
主
の
職
業
 
 

に
反
映
さ
れ
、
「
無
職
」
世
帯
が
社
数
の
5
5
・
．
 
 

4
％
に
上
り
、
そ
の
ほ
ぼ
9
割
近
い
8
8
・
7
●
％
 
 

は
6
0
歳
以
上
で
主
に
年
金
生
活
者
と
な
っ
た
。
・
 
 
 

「
国
民
皆
保
険
」
施
行
1
年
後
の
1
9
6
2
 
 

（
昭
和
3
7
）
年
度
と
比
べ
、
国
展
は
ま
る
で
別
 
 

制
度
に
変
わ
っ
た
観
が
あ
る
。
当
時
の
職
業
 
 

構
成
は
、
商
業
や
サ
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「公平の観点からの議論」について（再確認）   

平成22年1月12日  

高齢者医療制度改革会議  

委員 堂本あき子  

1．まず最初に御礼  

○ 前回（第1回）の会議で、高齢者の保険医療制度を構築する際のポイントは「負担 

（感）の公平」であると申し上げました。  

○ 本日、「公平」のあり方について、議論のポイントにしていただき、また詳しい参   

考資料を提示していただき、感謝と御礼を申し上げます。  

○ 以下の内容は、前回の発言内容を踏まえ、今回の資料を拝見する中で、もう一度、   

考え方を整理してまとめたものです。  

2．議論の手法一順番について一言  

○ 高齢者の保険医療制度の問題を考える際、委員一人ひとりの立場で関心ある論点か   

ら議論するべきではないと思います。例えば、運営主体の問題（特に県と市の関係）、   

年齢区分の問題、保険料・財源調整や自己負担額、医療費の適正化（抑制）の問題は、   

とても重要なポイントですが、同時に関係者間の利害が厳しく対立する問題です。  

○ したがって、これらの利害の対立する論点から入ってしまうと、この会議が本質的   

な議論する場ではなく、利害調整の場、すなわち妥協点を見出す場となってしまいま   

す。  

○ 日本は、世界に誇る国民皆保険制度を構築し、それを維持してきた国です。国民皆   

保険制度は、国民一人ひとりの「連帯」を基礎として、誰が得をしたとか損をしたと   

かの議論ではなく、お互いが支え合う気持ちで成立するものです。この国民皆保険制   

度をこれからも維持し発展させていたくためには、国民の「連帯」が不可欠であり、  
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「連帯」の前提にあるのが「公平」です。「公平」なくして「達観はあり得ず、国  

民皆保険は砂上の楼閣となってしまいます。  

○ 昨年8月の歴史的な政権交代を踏まえると、この会議、そして私たち委員一人ひと   
りのミッションは、従来のような対立軸の利害調整をすることではなく、また妥協の   
産物を探すことではなく、まずは一人の国民として、またこの分野の専門家として、   

国民や保険者等の誰もが「公平な制度である」、「こういう財源調整であればやむを   
得ない」と思ってもらえる考え方（制度設計の根幹）を持つことだと思います。その   
上で、関係者毎の利害調整を図りながら、医療費の総額（グロス）を国民負担の可能   
な額に適正化していくことも必要な議論であり、そのための妥協点を見出すために、   

汗をかかなければならないこともあると思います。  

○ その際、現実には難しいかもしれませんが、過去や現在の制度を前提とせず、また   
各々の利害やかつての議論の経緯を前提とせず、「真っ白な頭」で、「何が公平な制   
度か」を考えてみることが必要です。そこで生まれた理想的な姿とこれまでの制度の   
議論がどのようにかみ合うのか、現実的な制度設計として可能なのかについて、勇気   
と志をもって挑戦していくことが、私たちの果たすべき役割だと信じています。  

3．公平の論点とは何でしょうか？  

○ 高齢者の保険医療制度を議論する場合の「公平の論点」としては、高齢者が若い世   

代に比べて医療にかかる頻度が多くなり、一人あたりの医療費が増えるという面、そ   

して高齢者の数が今後急速に増加するという面、この両面を捉えて、増え続ける高齢   

者の医療費を誰が負担するのか、言い換えると、誰がどのように負担することが公平   

なのか、ということに尽きます。  

○ 高齢者の医療費を誰が支払うのかということについては、大雑把には、①公費（税   

金）、②医療を受ける際に高齢者自身が支払う自己負担、母宥い人や高齢者それぞれ   

が支払う保険料と保険者間の財源調整の3つに分けられると思います。  

○ この中で、②高齢者の保険料や自、己負担については、これまでの経緯と私たちの経   

験の中で」年金額等を想定すると常識的に考えることができるはずです。（議論が容   

易だと思います）。  

○ したがって、残された①公費（税金）と③保険料と保険者間の財源調整をどう考え  
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るかが重要な議論となりますが、一つの考え方として、全ての医療費を公費（税金）  

でまかなうということが考えられます。しかし、この場合は、医療費を誰（本人）が  

払うべきなのか、またどういうグループ（保険者）にこの本人が所属していることに  

より、そのグループがメリットを享受しているのか（幸尉賞責任）といった点を無視し  

た形式的平等（実質的不平等）を招くことになります。国民が抱いている税負担の不  

公平感の中に、医療費負担の不公平感をも抱え込むことになり、国民の社会保障や税  

制度への不公平感が増大してしまう結果をもたらしてしまいます。  

○ すなわち、私は、①と③は相対立する問題ではなく、①公費（税金）は、③保険料   

と保険者の財源調整における「負担の公平感」を担保するための緩衝剤の役割を担う  

ことになると考えています。  

○ ③保険料と保険者の財源調整が、「負担の公平感」を議論する上七具体的なポイン  

トであり、この点こそ、誰もが平等に負担していると実感できる制度としなければな   

りません。負担すべき額を負担できる額に調整・圧縮することが、公費（税金）の果   

たすべき緩衝剤としての重要な役割の一つと言えます。  

○ 以上、①∋そして③の問題について、私見を書きましたが、一つの参考として「公   

平の観点」からの議論を進めていただければ幸いです。  

○ なお、公平の議論の際に、よく世代間の公平ということが問題になります。しかし、   

今は若い人でも時の経過とともに必ず高齢者になります。ある時点で高齢者の方も、   

若い時にはその当時の高齢者のためIこ必要な負担をしてきたと言えます。将来も同じ   

ことが績くのです。そういう連続的な被保険者の立場の変遷を抜きにして、ある時点、   

その一時点だけを捉えた「世代間の負担の公平」という議論は無意味です。生涯を通   

じた視点を持った場合、制度設計上に世代間の問題は存在せず、残されるのは高齢者   

の中でより支払 

る方）に、どの程度負担を求めるべきなのかという問題です。  

岬まとめとして3つの提案－  

○ ここは、次回（3回目）以降の主な議論と思われます。そして議論の主戦場は、前   

述の③保険料と保険者間の財源調整になるはずです。この点にこそ、被保険者一人ひ   

とり、また各保険者の負担の公平を担保し、・不公平感を拭いさることができるかが課   

題です。  
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○ 委員の皆様に三つの提案があります。   

第一の提案は、この議論をする際には、最初の間は、各委員の出身母体の利害を超   

え、一人の国民としてまた一人の専門家として、過去や現在の制度、そして検討経緯   

はとりあえず横に置いておいて、「頭を真っ白」して、何が一番公平なのかについて   

考えませんか、ということです。このような観点から議論していく中で、各々の立場   

による利害の調整と妥協を考えていきませんかということです。誤解をおそれずにあ   

えて申し上げますと、「真実」と「正義」からはずれた制度は、長統きしません。そ   

の制度の中に、本質的な不公平や不満感を内在してしまうからです。  

○ 第二の提案は、負担の公平の議論を考える際に、国民の一生涯を見据えた負担を考   

える議論をしませんか、ということです。「3．公平の論点とは何か」で書いたこと   

の繰り返しになりますが、今は若い人でも将来は必ず高齢者になります。またある時   

点で高齢者の方も、若い世代にはその当時の高齢者のためめ負担をしてきたと言えま   

す。この構図は将来にわたって、それぞれの世代が平等に受け継いでいくのです。一   

時点だけを捉えた「世代間の負担の公平」という議論は無意味であり、「世代間の負   

担の公平」という議論は存在しません。平均的な国民一人ひとりが、一生涯を通じて、   

いつ、誰のために、いくら医療費を負担するべきなのか（若い時に誰のためにいくら   

払うのか、その受益はいつ受けるのか）を考えると、このことは自明の理だと思われ   

ます。  

○ 第三の提案は、高齢者の医療費を誰が負担するべきなのかを議論する際の最大の論   

点である保険料・保険者間の公平（財源調整）の検討にあたっては、その高齢者がそ   

れまでの人生において、どのグループ（保険者）に属していたのかを可能な限り正確   

に反映できる制度にするべきではないですか、ということです。人が生活し活動する   

場面においては、それが地域社会であれ、企業社会であれ、その人がその社会にいる   

ことにより、その社会は必ず利益をあげているはずです。そうであれば、その人が高   

齢になってからの医療費も、その社会が受けた利益に応じて支払うことが公平なめで   

はないでしょうか。∴この点について、形式的・機械的な計算式で財源調整をするので   

はなく、幸田賞責任の原理に基づく代位責任が担保される計算式こそが議論されるべき   

と考えます。   

前回（第1回）の会議においては、一例として、医療保険制度の加入歴に応じて按   

分される給付される方法を申し上げました。被保険者一人ひとり中退去の保険制度へ   

の加入歴を正確に反映させることは困難だと思われますが、この基本的な考え方を踏   

まえ、財政調整する場合に、どういう幸一タと計算式を用いれば最も近似の結果とな   

るかを考えることば可能です。－  
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5．形式的公平のみならず、実質的公平までを目指すべきです！  

○ 最後に、私がお願いしたいことは、この会議の議論を通じて、国民一人ひとりの実   

質的な公平を目指したいということです。  

O 「4．公平を具体的にどう考えるか」の提案が仮に実現したとしても、まだ実質的   

公平が十分には担保されていない制度設計と言えます。高齢者の保険医療制度の設言十   

論だけを考えた場合には、公平が担保されていると言えますが、その前提として、私   

たち国民一人ひとりが、本来加入すべき保険者に属しているのかという問題が残って   

います。この点があいまいのままに残ると、保険者に対して、実態に合致しない幸尉賞   

責任を押しつけることになっていまいます。  

○ この間題の解決は、この会議の究極的なミッションではないかもしれませんが、損   

得ではなく誰もが納得できる制度を構築していく上で、避けることのできない議論で   

す。委員の皆様、厚生労働省の政務三役の皆様、厚生労働省その他関係する省庁の皆   

様、大変難しい問題かと思われますが、勇気をもって果敢に挑戦し、ともに国民の負   

託に応えていくことができればと願っています  

以上  
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